
１ 議 事 日 程（３日目） 

   〔平成17年太宰府市議会第３回（９月）定例会〕 

                                    平成17年９月14日 

                                    午 前 1 0時 開 議 

                                    於 議 事 室 

 日程第１ 一般質問 

一般質問者及び質問項目一覧表 
 

順位 
質 問 者 氏 名 

( 議 席 番 号 ) 
     質     問     項     目 

１ 
武 藤 哲 志 

（19） 

1. 職員採用計画について 

 （１） 今後の退職者に対応する職員の採用について伺う。 

 （２） 採用後、職員としての資質と力量を備えるまでの経験年数

    について伺う。 

 （３） 民間企業で就業経験がある者の職員採用について伺う。 

２ 
片 井 智鶴枝 

（１） 

1. 入札、契約における透明性、公平性と市の関わり方について 

  公金を有効に使う前提として、市が行う全ての入札、契約には透

 明性、公平性は当然であるが、さらに事業者任せではない発注者で

 ある市の主体性が問われる。施設建設などどのようにして進められ

 ていくのか、その計画から決定までのプロセスを伺う。 

2. 観光戦略とまちづくりについて 

 （１） ＪＲ太宰府駅（仮称）新設と看護専門学校跡地を有効に活

    用した西地区のまちづくりについて伺う。 

 （２） 通過型観光から滞在型観光への転換を目指した観光、交流

    拠点としてのホテル誘致について伺う。 

３ 
安 部   陽 

（15） 

1. マナー・ルールで快適なまち太宰府をつくる、生活環境の条例制

 定ができないか 

 （１） 条例制定ができないか 

 （２） ボランティア活動についての考えを伺う。 

 

 

４ 

 

 

門 田 直 樹 

（６） 

1. 携帯電話基地局（中継塔）の建設をめぐる地元住民とのトラブル

 について 

  現在、中継塔建設は県の建築確認申請のみでよく、また建築基準

 法の用途地域規制がなく、第１種低層住居専用地域に高さ50メート

 ルの鉄塔を建てても違法ではない。 

  太宰府市でも住宅地で中継塔の建設をめぐって地元住民と携帯電

 話会社・施工業者との間でトラブルが起きている。 

  他市では中継塔などの建設を対象に近隣住民への事前説明や市へ

 の届出を義務付ける要項を設定したり、トラブルが起きた場合に市
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 が仲介に当たることを定めた紛争予防条例を施行しているところも

 あるが、太宰府市はどう考えるのか伺う。 

５ 
大 田 勝 義 

（９） 

1. アスベスト対策について 

 （１） 公共施設の状況と対策について伺う。 

 （２） 民間建物の調査研究について伺う。 

2. 開放教室の設置について 

  太宰府南小学校で開放教室の設置が行われたが、他の小学校へは

 今後どのように進められるのか伺う。 

６ 
清 水 章 一 

（13） 

1. 太宰府遺産である「古代防衛施設水城跡」を世界遺産に登録でき

 ないか 

 （１） 九州国立博物館長の提言の内容と市の受け止め方について

    伺う。 

 （２） 世界遺産への可能性と今後の取り組みについて伺う。 

2. 機構改革について 

 （１） たびたび機構組織が変更されているがその考え方について

    伺う。 

 （２） 機構改革をすることによってどのような効果があったの

    か。また、７月１日の変更でどのような効果を求めているの

    か伺う。 

 （３） 職員や市民の反応について伺う。 

3. アスベスト対策について 

 （１） アスベストが社会的な大きな問題になっているが、本市に

    おいての対応と対策について伺う。 

２ 出席議員は次のとおりである（２０名） 

  １番  片 井 智鶴枝 議員         ２番  力 丸 義 行 議員 

  ３番  後 藤  晴 議員         ４番  橋 本   健 議員 

  ５番  中 林 宗 樹 議員         ６番  門 田 直 樹 議員 

  ７番  不 老 光 幸 議員         ８番  渡  美 穂 議員 

  ９番  大 田 勝 義 議員         10番  安 部 啓 治 議員 

  11番  山 路 一 惠 議員         12番  小  道 枝 議員 

  13番  清 水 章 一 議員         14番  佐 伯   修 議員 

  15番  安 部   陽 議員         16番  田 川 武 茂 議員 

  17番  福  和 美 議員         18番  岡 部 茂 夫 議員 

  19番  武 藤 哲 志 議員         20番  村 山 弘 行 議員 

３ 欠席議員は次のとおりである 

   な   し 

４ 地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（３０名） 
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  市    長  佐 藤 善 郎        助    役  井 上 保 廣 

  収  入  役  松 島 幹 彦        教  育  長  關   敏 治 

  総 務 部 長  平 島 鉄 信           石 橋 正 直 
総
担  

  地域振興部長  松 田 幸 夫         地
ニ

  市民生活部長  関 岡   勉        健

          村 尾 昭 子        建
健康福祉部子育て 
支援担当部長 

  上下水道部長  永 田 克 人        教

  監査委員事務局長  木 村   洋        総

  行政経営課長  宮 原   仁        財

  地域振興課長  大 藪 勝 一        ま

  観 光 課 長  木 村 甚 治        環

  福 祉 課 長  新 納 照 文         
ま
開

  上下水道課長  宮 原 勝 美        施

  教 務 課 長        井 上 和 雄        学

  文化財課長  齋 藤 廣 之        建

５ 職務のため議事室に出席した事務局職員の職氏名（５

  議会事務局長  白 石 純 一 

  議 事 課 長        田 中 利 雄 

  書    記  伊 藤   剛 

  書    記  満 崎 哲 也 

  書    記  花 田 敏 浩 
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務部政策統括
当 部 長
 三 笠 哲 生 
      域振興部地域コミュ
ティ推進担当部長 
康福祉部長  古 川 泰 博 

設 部 長  富 田   譲 

育 部 長  松 永 栄 人 

務 課 長  松 島 健 二 

政 課 長  井 上 義 昭 

ちづくり企画課長  木 村 和 美 

境 課 長  武 藤 三 郎 

       大江田   洋 
ちづくり技術
発 課 長 

設 課 長  轟     満 

校教育課長  花 田 正 信 

設課都市開発係長  井 上   均 

名） 



              再開 午前10時00分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（村山弘行議員） 皆さんおはようございます。 

 定刻になり、出席議員も定足数に達しておりますので、ただいまから休会中の第３回定例会

を再開いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 議事日程はお手元に配付しておるとおりです。 

 議事に入ります。 

 本定例会での一般質問通告書は12名から提出されております。 

 そこで、一般質問の日程は、さきの議会運営委員会におきまして２日間で行うことに決定し

ておりますことから、本日と明日それぞれ６人の割り振りで行いますので、よろしくお願いい

たします。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 一般質問 

○議長（村山弘行議員） 日程第１、「一般質問」を行います。 

 19番武藤哲志議員の一般質問を許可します。 

              〔19番 武藤哲志議員 登壇〕 

○１９番（武藤哲志議員） 今回の一般質問の通告は、今後の職員採用について市長に回答を求め

ます。 

 平成16年度決算で、類似団体比較では、人件費は22.9％に対し、太宰府市は16％と低い方と

なっておりますが、職務区分の内容として、部長、局長、課長、館長、参事の管理職は、７、

８、９級職の職員は113名、全体の30％、係長、主査は、５、６級職は164名、43％、主事、主

事補は、１、２、３級職は23％で、太宰府市の職員構成は部長から係長職の241名の管理職的

構成は63％と多く、一般職が少ないところに今後の行政運営に問題が発生すると考えられま

す。 

 太宰府市の過去10年間の職員採用は、平成11年、平成12年、平成17年は職員採用はなく、７

年間で53名採用されていますが、今後の10年間の定年退職予定者は136人となっていて、人口

増加を考えると、毎年13名以上の職員採用が必要と考えられます。 

 憲法第15条、地方自治法17条、18条に基づく職員採用任命権限が太宰府市長にあり、19条、

20条採用方法または28条２項の退職補充に対して今後どのように職員採用を考えているか、ま

ず回答ください。 

 次に、民間企業は、営業、技術、事務系と職務分担は幅広くありませんが、地方公務員の仕

事は、わかりやすく言えば議会、総務、企画、選挙、戸籍、住民基本台帳、民生福祉、環境衛

生、商工、土木、教育、国保、老人介護、上下水道等の行政実務に対し総合企画を行い、住民

に直接かかわる自治行政業務を行うために、市民負担の少ない財政確保を行い、事業を実施す
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るなど、住民福祉の成果を上げる責務があります。そのためには、資質や力量の経験年数が必

要と考えられますが、市職員は３年から５年と人事異動などあり、どの課でも対応できるよう

になるまでに教育やその期間はどのくらいが必要か回答いただきたい。 

 最後に、職員採用年度計画を考えているのか。採用する場合は、地方公務員法19条、20条の

基準がありますが、採用年齢の引き上げや各分野の企業での就業経験など考慮する考えはない

か、最後に回答いただきたいと思います。 

 回答に対する質疑は自席で行います。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 市長からの回答ということで求められておりますけども、まず私の方か

ら前段で回答をさせていただきます。 

 ご質問の職員の採用計画についてでございますけども、本市におきましては長引く景気の低

迷、少子・高齢化あるいは都市基盤の整備、自然災害への対応などなど行政課題は山積みして

おりますが、まずは行政のスリム化を図ることが市民の理解を得る上でも重要であるというふ

うに認識いたしております。三位一体の改革の中でこの「民間でできるものは民間に」との考

え方については、今後ますます拡大していくと思いますし、本市においては団塊の世代の大量

退職も２年後から始まってまいります。これらを十分に踏まえた上で、適正な人員の確保に努

めていかなければならないというふうに考えております。 

 ご質問の職員の採用計画につきましては、現在、定員の適正化計画が平成17年度で今あるの

は終了しますので、その見直しを行っているところでございまして、この中で明らかにしてい

きたいというふうに考えております。 

 次に、採用後の職員としての資質と力量についてでございますけども、これはそのレベルを

どこに置くかということで変わってまいりますけども、新規採用職員については、鉄は熱いう

ちに打てというふうに言いますけども、新規採用職員の研修については前期と後期に分けて延

べ３週間にわたって実施をいたしております。そのほかにメンター制度といいまして、お兄さ

ん制度みたいな形で指導者をつけたり、あるいはひとつ新人職員ですけども、太宰府市の市長

になった気持ちで政策課題研究を別途に取り組ませて、相当の時間をかけて研修を行っており

まして、１年目から相当な資質、力量は備わっているのではないかというふうに考えておりま

す。 

 しかしながら、行政執務能力を上げるには、武藤議員さんが言われますように２回あるいは

３回なりの異動、そのくらいのそれなりの時間が、あるいは経験が必要ではないかというふう

に私自身考えております。 

 次に、民間企業の就労経験がある者の職員の採用についてでございますが、現在でも数名の

経験者がおりますけども、即戦力あるいは民間のノウハウを持つ人材を確保していくことにつ

いては、市民サービスの向上につながっていくというふうに考えております。 

 また、一番最初にご指摘のありますように、当市職員のアンバランスな年齢構成が問題にな

－31－ 



っております。上膨れといいますかね、そういうようなご指摘があっておりますけども、その

フラット化の問題も今後解決しなければいけないというふうに考えておりまして、そのために

は受験資格の基準の見直し、つまり年齢を引き上げたりというようなこと、あるいは専門的な

技術を持つ職員の任用、任期つき採用、例えば３年間だけその事務を担わせるというような、

そういう導入も今後考えていきたいというふうに考えまして、今後は多様な任用、勤務形態も

考えていこうと、そういうふうに現在思っているところでございます。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） まず、この太宰府市の職員構成を決算書に基づいて一般会計から特別

会計、等級別に出してみました。そうすると、はっきり言って採用されて年数の少ない職員

と、経験のある部分の構成比を出してみますと、係長以上の職員総数が職員の全体の60％を超

えるという状態は、まずあなた方は認識されておりますか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） これは管理職というような形の、実際に管理職の業務を行っている部分

と、あるいはポストがないためにある程度の能力がある方についての職の処遇と、そういうこ

ともございまして、その辺が年齢構成がアンバランスになって、本来本当に課長、係長として

活躍されるべき人たちがほかの処遇で管理職の管理的な業務を行っていると。だけど、実際的

にはやはり能力は高いですけども、管理的な業務につかれてないというような形態もありま

す。それが先ほどから何度も言いますように、職員構成のアンバランスということで、今後

10年間でそれこそ100名近くの方がやめていくという形になりますので、定期的な人数の採用

の確保、そういうことをしながらフラット化をしていかなければいけないということがこの状

態からもわかるということでございます。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） まず、その地方自治法の32条で、やはりその上司の命に従うというこ

の地方自治法がありますが、やはり管理職が多くて下がいないという問題は、現実に数字とし

て出てきているわけですよね。このことを私はあなた方は認めますかと私がまず言っているん

です。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 先ほど言いましたように、本来部下がいる管理職と、あるいは職務の対

応上、参事制度というようなものを設けて、職員の待遇上設けている組織と２つございまし

て、そういうふうに部下がいない、いないけれども勤務能力が高い者についての位置づけとい

うものをしてるということは理解しております。だから、部下がいなくて職務能力が高いの

で、管理職相当の保証をしていると、そういうことは認識いたしております。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） 定員適正化計画ということで三位一体、あなたが今答弁されました

が、職員採用してないために、早く言えば管理職が多くなって下がいないという状況が出てき
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たと。しかも、適正化計画の中で３年職員を採用していないと。こういう状況の中で、あなた

方も議会の論争の中でおられますけど、今日までいろんな課によってやはり職務を身につけて

きてやってきたという経過があるんですが、こういう職員採用もある一定行わないことには、

臨時嘱託、委託職員じゃあはっきり言って一時的な宣誓をさせても、職務権限はないですよ

ね。そのことは間違いないでしょう。やはり地方公務員としての憲法第15条というのがあっ

て、公務員として採用された者の権限と臨時嘱託、委託では違うという、このことは間違いな

いでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 職務の内容については、やはり正職と臨時職員、これは職務の権限等に

ついては違いがございます。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） まず、一番心配するのはですね、やはり先ほども言いましたように、

企業の場合は営業があり、事務系がありですね、技術系がありますが、地方公共団体の仕事と

いうのは大変な仕事だと思いますよ。議会に出す予算にしてもそうですが、予算編成、それか

らその間に企画をし執行していく、あらゆる分野にこう広がってきているわけですね。そうい

うその部分の要求される中で、今の段階ではよその自治体、太宰府市と同じ財政規模の自治体

と比べても大変人件費は低いということは事実です。よその自治体よりも高いというならばと

もかく低い、その上に職員採用していかない、そして管理職が増える。そうすると、先ほども

言いましたように、136人の早く言えば管理職が退職していくわけです、10年間で。一番多い

ときには27名も退職する時期があるんですね。10年たったときにはそこにおられるのは１人か

２人じゃないでしょうか。だから、どういうふうにやはり育てていくのかと、公務員としてで

すね。だから、民間企業であれば営業職で採用する、事務職で採用する、技術職という、そん

なに幅広くありませんが、行政職員そう簡単にいきませんよ。今部長から回答いただきました

が、研修が３回程度で指導者を置いてと言うけど、やはり今この地方自治体の職員ほど民間以

上に能力が求められていく、どうサービスをしていくのか、それからどの課に変わってもどう

していくのかという問題があると思うんですね。だから、平成17年度でこの定員適正化計画が

終わりますが、平成18年度以降の部分について少なくとも今までの退職者と差し引いても、今

後退職者の補充、だからどうするのか。毎年やはり採用していきながら、しかも育てていくと

いう責任が行政にあるんじゃないですかと。このことについて、採用問題については具体的に

回答しておりませんが、少なくともそれなりに、過去見ますと平成７年に10名、それから平成

８年に11名採用した経過がありますが、その後この10年の間全く採用してないのも３年ありま

すし、２人採用したのが平成15年ですか、こういう状況ですが、もうあと３年しますと一挙に

そこに座っている方19名、管理職も退職が近づいてまいりますが、こういう状況の中で採用計

画は平成17年の段階ではありますが、平成18年、平成19年、平成20年はどのように考えられて

おるんですか。 
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○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） これは民間企業でも同じですけれども、昨日もＮＨＫテレビで技術の後

継者をつくるというのが何かＮＨＫの特集でやっておりましたけども、2007年問題というふう

に言われていまして、ちょうど私がその先頭ぐらいに立つんだろうと思いますが、あと２年ぐ

らいしますと、ご指摘のとおり10名あるいは15名あるいは二十何名というふうにやめてまいり

ます。それまでは、太宰府市の退職者が私の前は１人ぐらいしかいません。その前が来年は２

人ぐらいだろうと思いますが、それぐらいです。いよいよ2007年問題の方から大量退職が出て

まいります。公務員制度が変わりましたのが、年金制度が63あるいは65歳からしか満額支給で

きないということから、再任用制度というのが設けられておりまして、この再任用制度が先輩

として後輩に引き継いでいける期間が民間と違って設けられるのかなというふうに考えており

まして、その再任用制度を考えながら、職員の採用についてもフラット化していきたい。例え

ば、今370名ぐらいですから、これが二十歳ぐらいから採用されますと、約40年ぐらい働きま

す。そうしますと、８人、９人、そのぐらいをずっと採用あるいは退職を繰り返すと、フラッ

ト化になるというふうな目安です。現定数をどうするのかという問題がありますけども、そう

いうことでしますと、この時期に二十何名やめるから二十何名採用するということじゃなく

て、何とかフラット化して後の方々に引き継ぐべきじゃないかなというふうに考えておりまし

て、そういうことも考えながら、今計画づくりを行っておりますので、市的にはそういうふう

なことで計画ができ上がるんではないかというふうに考えております。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） その再任用については理解はいたします。今のその政府の年金の給付

についてがですね、当然今の昭和16年以前の人と、それから昭和20年、昭和21年の人について

は、65歳しか年金が受給できないように改悪されたために、退職した後については年金給付が

できないということもよくわかりますが、この再任用の問題と職員採用の問題とは別の問題じ

ゃないでしょうか。はっきり言って１人の退職者の補充はやはり、その新規採用されたからと

いって、初任給というのは幾らですか、太宰府の初任給は、基本給。退職者と初任給の格差は

どのくらいありますか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 年間ベースで約500万円ぐらい減になると思います。400万円から500万

円ぐらいですね。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） だから、その行政職としてですね、はっきり言って基本給だけでも初

任給の給与と退職者の給与でははっきり言って大変な格差があると。だから、やはり退職補充

は当然やっていかないことには、やはり問題の解決にはならないでしょうと。先ほど言いまし

たように、職員にかわる臨時や嘱託や委託職員がおりますけどね、仕事はどんどん入ってく

る、決裁能力はない。そういう一切太宰府市の業務を民間に委託するわけにはいかないわけで
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しょう。その辺で具体的に今後136人10年間で退職すれば、退職した人のはっきり言って賃金

は２人分に該当するんですよ、単純に言うとですね。再任用分をはっきり外してですよ。再任

用された方がやはり月曜から金曜までという、しかもその交通費もない、期末手当もない、ほ

んのわずかな金額で再任用で働いているんですよね。だから、そういう状況を再任用者で対応

していくと言うけど、そこに職員はどんどん少なくなってくる、仕事は増えてくる。先ほども

言いましたように、太宰府の業務だけでも40近くあるんですよ。その40の仕事をやはりその課

その課にやはり経験を積んでいっていただかなきゃならない。管理職だけでは対応できないと

いう問題もあるでしょう。だから、採用計画については、やはり退職者を補充をしていく、定

数は決められているんですから、その定数を割りよることについて、ほかの自治体よりも基準

が高いからとは言っているんじゃないんですよ。ほかの自治体、平均類似団体よりも大変低

い、その上に採用しない、今までしてないと。そのために退職者は多くなってくるわ、今から

先の職員を育てていくという責任は、法律上先ほど私が説明したように、採用権限として法律

上市長が持ってるわけですから、だから憲法15条から17条、18条、19条、20条、こういうこの

権限は行政としてどうするんですかということを言ってるわけですよ。 

 先ほどからは総務部長と、人事関係は総務、助役の部分ですが、ある一定助役、今私と部長

との質問内容を聞いていただいておってですね、今後退職者はどんどん増えるわ、採用はしな

いわ、定員割れしてるわという問題はどうするのか、まず助役の考え方をお聞きしましょう。 

○議長（村山弘行議員） 助役。 

○助役（井上保廣） 大変ただいま武藤議員の方から行政運営上の職員配置定数等のご意見、あり

がたいご意見だというふうに思っております。私どもこの行政運営をしていきます前提といた

しまして、絶えず命題として思っておりますのは、最少の経費で最大の効果、これを目途とし

て今行政運営をいたしております。職員数が類似団体に比較し低いというふうなことについて

の少ないというふうなご指摘もございます。そのとおりだと思っております。これは、私ども

は国に先んじて先人の先輩たち含めて行政改革に取り組み今日に至った経緯だというふうに思

っております。庁舎内に入りますと、総合案内から市長車運転業務あるいは学校の調理業務あ

るいは保育所、あるいは事務的な内容の細部に至るまで外部委託をいたしております。 

 それからもう一つ、特筆がありますのは、昭和40年代あるいは昭和50年代と今と比較します

と、事務のありようが異なってきたというようなことです。以前は今のようにＯＡ機器という

ふうなものが今ほど発達しておりませんでした。大量反復作業等についても、そろばんあるい

は職員の手作業によって行ってきておった経緯がございます。それがＯＡ機器等大量反復作業

等については、そういった機械を導入して今日まで行ってきております。現時点におきまして

の会議につきましてもペーパーレスと、紙をなくす、複写をなくす、私どもの今の会議のあり

方等についても、そういった機械を持ち込んでの即コピーでありますとか、そういった製本を

省くと、そのことについては何を意味するかといいますと、職員数が今までそれにかかわって

おった者がほかの分野に転化できると、あるいは省力化したというふうなこと、そういった効
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果がやはりないと、従前と同じような形の中で１対１の補充をすれば、この費用対効果はない

だろうというふうに思っております。そういった分野を私どもはまだ財政上は厳しゅうござい

ますけれども、この状況等も脱皮するための措置も行っております。起債残高も非常に多いと

いうふうなことから、そういったことを少なくしていくというふうな取り組みも行っておりま

す。そういったところから行政運営をきちっとやっておりまして、職員数が少ないのはそうい

った状況です。 

 それからもう一つは、その部分が民間委託費でありますとか、物件費、賃金の方に向いてお

るのもございます。総体として考えて職員、適正な職員等については私どもは今後とも採用は

いたします。計画的な採用はいたします。適正な人員についての必要に応じて採用していくと

いうふうな基本の考え方でございます。 

 武藤議員のそういうふうに総務部長とのやりとりの中で大変ありがたい言葉だと思いますけ

れども、そういった基本の考え方がございますので、ご理解を賜りたいというふうに思いま

す。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） まず、市長の提案や予算審議の中で行政として努力をして、今年度大

変お金がないと、財政的にも厳しいという形で議会にも相談があり、私ども議会としても財政

を理解をして、できるだけ議会関係も含めて、また行政もですが、そのときに臨時、嘱託をや

はり少なくして、6,634万8,000円本年度は減額をしたと報告を受けました。そういう努力は認

めますが、先ほど言いますように、臨時、嘱託ではやはり住民に憲法上責任を持つことはでき

ないと。こういう状況の中で採用計画も平成17年で終わりますので、来年からどうするのか

と。今もよその自治体と見て、春日市、大野城市やこの４市の中で一番、人口の関係もあるか

もしれませんが、筑紫野市は500名以上の職員がおる、春日市もそうなんですが、こういう状

況の中で今後人口が増えていく中でね、逆に管理職機構が多くて、やはり一番窓口を接する一

般職が少ない問題点が今この太宰府に出てきましたよと。このままずっといくと大変なことに

なりますよという、選挙で立候補の数が足らなくて、どっかにやったという話がありますが、

そういう状況は地方自治体じゃ通用しませんからね。だから、今後採用計画について、時間も

私は今回はとらないというふうにしておりましたが、助役、総務部長との質疑の内容を今市長

聞いておられてですね、当然職員が136名もこの10年間で間違いなく、その間も自主退職もあ

るでしょうし、そういう状況の中で採用をどのようにやっていくのか。 

 それから、総務部長からも回答はいただきましたが、やはり今ＯＡ機器なんかが入ってきた

り、それから自治体に求められる内容は大きく変わってきましたが、やはり採用は年齢をある

一定余裕を持つというか、大学卒業して１年以内ですよじゃなくて、30歳とかですね、企業経

験のある部分とか、そういう状況まで採用を年齢を考慮する、こういう状況も含めて総括的に

市長から回答をいただきたいと思いますが。 
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○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 市町村の行政、もちろん憲法あるいは地方自治法、市の固有事務というのは

確固としてあるわけでございまして、そのため市民のサービスあるいは福祉の増進等々の業務

は当然行政でやるべきでございます。しかしながら、市民の皆さんの声を率直に聞いた場合、

市の行政、いわゆる効率化の問題、あるいは市の職員は多いんじゃないかという声も聞きま

す。そしてまた、行政の効率的なサービスの問題等々につきまして、職員の給料体系につきま

しても、新聞報道等を見ましてもいろいろの声を聞くわけでございます。我々は最少の経費で

最大の効果を上げる、このことで今一生懸命努力いたしておりますと同時に、21世紀を見た地

方分権の時代、そしてその分権を受けた市町村の地方自治体のあり方等々も抜本的に意識を改

革しなくてはならない時代だと思っております。職員の構成、これはもちろん行政のスムーズ

な、そしてサービスを低下させない行政運営のための基本は、やはり職員も必要なことはもち

ろんでございます。そういう意味で部長、助役が答弁しましたように、いろいろ将来計画を見

通しながら、今いろいろ検討をいたしておるところでございます。 

 また、その採用計画につきましても、今までは地方公務員法という法律で職員の採用計画あ

るいは身分保障とも非常に厳しい法律の規制があったわけでございますが、これにつきまして

も中央官庁あるいは市町村につきましても、公務員の身分制度等、大きな改革が言われており

ます。そういう意味も含めまして、地方は地方としていわゆる企画能力、また分権にこたえ得

る人材の育成等々、今後とも努力いたしますと同時に、今武藤議員ご指摘の等々については、

十分参酌しながら、本市の行政が低下しないように、また市民サービスが低下しないように十

分配慮してまいりたいと思っています。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員。 

○１９番（武藤哲志議員） まず、具体的にその計画もしていただきたい。職員が多いという市長

の答弁がありましたが、太宰府市の職員は多いんじゃなくて、退職者が今後増えますよと、そ

の退職者をどう補充するんですかと。それと同時に、退職した後の職員をどう教育していっ

て、あらゆる分野で市民のニーズにこたえられるようにするのかどうか。それから、職員の給

与については、はっきり言って昇給が停止されたでしょう。はっきり言って55歳以上の人はも

う上がらないようになったんですから、そして給与は引き下げられているんですから、はっき

り言って今の職員の公務員に対してこの不況の中で一番給与は引き下げられる、こういう状況

というのは現実にあるわけで、やはり地方自治体の仕事としてすべきこと、やはりそういう責

任があるわけですから、早急にこの採用計画をですね、明らかにする、職員をどのように確保

して今後の太宰府の７万市民の要求にこたえられる行政実務をやっていくかはですね、大きな

課題だと思いますし、早急に、平成17年度で計画が終了しましたが、平成18年以降、平成26年

までの総合計画をですね、ぜひ明らかにしていただく。そう簡単に育つもんじゃありませんか

ら、あなた方がそこに座っとるのに20年、30年かかったんでしょう。入ったばっかりの主事を

呼んできて、私どもの質問に答えきれますか。そういうのはできないでしょう。やはり皆さん
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がどの課に行ってどんな状況で、あの厳しい財政の中で行政をやってるわけですから、それは

やはり経験ですよ。その経験者がいなくなるということを早目に察知しないと、かえって行政

というのは大変な損失になるということを私最後に申し添えて、質問を終わります。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） 19番武藤哲志議員の一般質問は終わりました。 

 次に、１番片井智鶴枝議員の一般質問を許可します。 

              〔１番 片井智鶴枝議員 登壇〕 

○１番（片井智鶴枝議員） ただいま議長の許可をいただきましたので、２項目につき質問させて

いただきます。 

 さきに行われました衆議院議員選挙は、政権与党であります自民党の圧倒的勝利に終わりま

した。その政策の是非はおきまして、一部の大企業では収益が上向き、景気は着実に回復基調

にあるとはいえ、中小企業や庶民の暮らしはいまだ先行きが見えない閉塞感の中、これまでの

派閥政治や利益誘導型政治を変え、改革を推し進めてほしいという切実な民意が大きく働いた

結果であったとも言えるのではないでしょうか。 

 では、この改革という観点から、１点目として入札、契約における透明性、公平性と市のか

かわり方についてお尋ねをいたします。 

 国や地方自治体が行う入札制度において、公共事業の受注をめぐる談合や不正は後を絶ちま

せん。一般的に談合があったのかどうかを示す基準は、工事などの予定価格、いわゆる見積価

格に対してどれくらいの価格で落札されたのかという数字、すなわち落札率が95％以上とされ

ています。しかしながら、この目安とされる95％以上の落札率でも全国多くの自治体が工事を

受注しているのが現状です。 

 このような現状を改善するため積極的な改革に取り組んでいる長野県では、平成15年度にお

いて195億円の予算が節約されたとしています。このほか、入札制度改革を進めている宮城

県、横浜市などにおいても効果が数字となって顕著にあらわれています。 

 さて、国、市などの地方自治体が行う事務用品などの調達から公共事業に至るまで、その過

程は適正かつ公正な手続で進められなければなりません。さらに、納税者に対しては、自分た

ちが納めた税金がどのような手続で使われているのかという透明度、自分たちの納めた税金が

恣意的、すなわち個人的な主観が一切入ることのないような予算配分や入札制度の客観性など

が示されなければなりません。 

 国は平成12年、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の規定に基づき、ガイ

ドラインを設けました。その中で透明性の確保、情報の公表、第三者の意見を適切に反映する

方策を講ずる、談合への発注者への関与の防止、公共工事のダンピングの防止、不良、不適格

業者の排除など細かい規定を盛り込みました。 

 一方、入札制度改革において、国、地方の厳しい財政状況により公共投資が削減されている

中、公共工事に関してはその受注をめぐり価格競争が激化し、著しい低価格による入札が急増
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するとともに、工事中の事故や手抜き工事の発生、下請業者や労働者へのしわ寄せなどによる

公共工事の品質低下に関する懸念が顕著になっています。 

 このように、現在の入札制度においては様々な課題が指摘されていますが、国の指針などを

受け太宰府市の現状はどうなのか、次の３点についてお尋ねをいたします。 

 指名競争入札、一般競争入札において入札から契約に至るまでの手順。 

 ホームページなどでの情報公開を今後どこまで進めていくのか。 

 一般競争入札、電子入札導入など、今後制度の見直しがなされるのかどうか。 

 以上ご回答お願いいたします。 

 次、２項目めは、観光戦略とまちづくりについてお尋ねいたします。 

 １点目は、ＪＲ太宰府駅新設と看護学校跡地を活用した西地区のまちづくりについてであり

ます。 

 長年の夢でありました国立博物館の開館を間近に控え、多くの期待が膨らみます。市におい

てもこの博物館の開館をにらんで策定したまるごと博物館構想に基づき、様々な事業が展開さ

れているところです。さらに、総合的なまちづくりを進める観点から、「太宰府市ゆめ・未来

ビジョン21」を作成し、市内の地域づくりの方向性を示しています。その「太宰府市ゆめ・未

来ビジョン21」の中にも、ＪＲ太宰府駅の新設が盛り込まれていますが、この駅が予定されて

いる西地区は、区画整理事業によりまちの様相はさま変わりし、市街化が進んでいる地域であ

ると言えます。また、市内唯一人口増が望める地域でもあります。そのような西地区に予定さ

れている新駅の設置は、太宰府市の西の玄関口としてもたらす経済的な波及効果はもとより、

総合的なまちづくりの観点からも大きな意義あることだと考えます。しかしながら一方、その

実現には厳しい財政事情など多くのハードルがあり、困難な事業であると言えます。 

 では、ここで次の２点につきお尋ねをいたします。 

 ＪＲ太宰府駅実現に向けての協議が現在なされているのかどうか。 

 西地区の今後のまちづくりとも大きく関係してくる看護学校跡地の今後の具体的な活用計画

はどうなのか。 

 以上ご回答をお願いいたします。 

 次に、通過型観光から滞在型観光への転換を目指した観光、交流拠点としてのホテル誘致に

ついてお尋ねいたします。 

 天満宮をはじめとして政庁跡、観世音寺など多数の歴史的な史跡地を抱えた太宰府市には、

年間600万人近くの観光客が訪れています。さらに、10月の国立博物館の開館をにらみ、旅行

会社のバスツアー企画も新聞紙上をにぎわせるようになりました。国博の開館はこれまでの観

光のあり方を見直し、観光産業の振興を目指す絶好の機会だと考えています。市においても観

光戦略に多額の資金を投じて太宰府の魅力を売り出そうと懸命な努力がなされているところで

す。 

 では、ここで次の３点についてお尋ねいたします。 
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 まず１点目は、宿泊施設に関して観光客からどのような要望があるのか、その把握している

現状について。 

 ２点目は、これまで宿泊施設の誘致が検討されたことがあるのかどうか。 

 ３点目は、各地を訪問した観光宣伝隊などの観光案内で一番関心を向けるのはどのようなこ

とか。 

 以上、ご回答を各項目ごとにお願いいたします。 

 以下、再質問については自席にて行います。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） まず、１点目の指名競争入札と一般競争入札について、入札から契約に

至るまでの手順についてご回答申し上げます。 

 本市におきましては、工事請負業者を決定する方法としまして、指名競争入札を採用いたし

ております。事業を行う課において設計図書及び工事費の積み上げの金額なんですけども、行

った後起工を行います。そして、工事の金額によりまして、指名競争入札の参加者選考委員会

において業者の決定を行います。入札執行においては、仕様書の配布をその業者に行います。

そして、現場の説明を行いまして入札会を開催し、落札業者と請負契約の締結を行っていきま

す。そういうような手順で行っております。 

 ２点目の情報公開につきましては、平成16年９月から工事の発注見通し及び入札情報としま

して、指名業者、それから入札者、入札金額、落札者、落札した金額について市のホームペー

ジで公開をいたしております。また、平成16年９月からは、１年間の工事の発注見通し、１年

間にどういう工事を行いますよというようなことも随時行っておりまして、今後とも情報公開

の観点から必要があれば随時ホームページに公開をしていきたいと、そういうふうに考えてお

ります。 

 ３点目の一般競争入札につきましては、この制度を導入することによりまして、自由競争に

なるというようなことがあります。いろいろな利点もございます。反面、業者の体力勝負とい

う面も出てまいりまして、太宰府市では市内業者の育成というふうな観点があります。そうい

うような市内業者の育成の観点からしますと、全面的にそれを行いますと、市内業者の受注が

かなわないと、そういうことも考えられております。そういうことで、いずれそういうような

体制づくりをしなければいけないということで、現在建設工事の成績評価制度を導入いたしま

す。これはどういうことかといいますと、工事をきれいに、あるいは安価にいろんな改良をし

てやった場合、点数をつけていくということです。点数をつけることによりまして、例えばＡ

ランク、Ｂランク、Ｃランクということで工事の金額に応じて業者が指名に参加できる制度が

ございます。よく努力すればできるだけＡに近い方に指名されるような、そういう努力ができ

るようなシステムを今実行しておりまして、そういうような自助努力をお願いしております。

そして、体力をつけていただいた上で一般的な自由競争に入っていただくと、そういうふうに

考えております。 
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 現時点での導入時期は平成22年に全国的に電子入札というのが導入される予定です。全国一

斉にやるというようになりますと、設計図面を何部つくったらいいかわからないですね。配布

しなきゃなりませんから。それ相当に大きな費用がかかりますので、電子入札ですと皆さんが

パソコンから引き出せるという形の制度になりますと、そういうことができるようになりま

す。そういうことを考えまして、この制度が導入される平成22年度ぐらいに、あわせて一般競

争入札も導入していきたいなと。その場合にも地元の業者が参加できるような制度もあわせて

入れていかなければいけないのかなと、そういうふうに考えております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 今のご説明で平成22年からこの制度の改革ということを聞いたんです

けども、かなり先の話だなと思いました。今この入札制度の改革は、多くの自治体で進んでい

るんですけども、それでお尋ねしたいんですけども、一般的に、入札日までに業者同士が顔を

合わせる回数が多いほど談合が起きやすいと言われています。今ご説明の中に、現場説明会と

いうのがありましたけども、現場説明会が１回ですね。この後何回顔を合わせるのか。 

 それと、見積内訳明細書、これは業者がその金額を、入札価格を出すための根拠となるもの

なんですけど、この提出は業者に義務づけられているでしょうか。 

 ２点お尋ねいたします。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 仕様書の配布あるいは現場説明というのがありますけども、これはもう

この１回でございます。あとは入札で、それに基づいて業者がそれぞれ設計の内容に応じて金

額を出してきまして、入札会場で入札をするということになります。 

 それから、入札ですから、事前に見積もりをとるとか、そういうことじゃなくて、例えば

Ａ、Ｂ、Ｃの業者が一斉に投票箱に入札書を入れて、それで入札をするということでございま

すので、あなた幾ら入れたのというようなことはその中では聞けない状態になっています。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 今のご説明によりますと、見積書の内訳明細書の提出も義務づけられ

てないということなんですか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 落札者が落札の金額を出したときに、その内訳書をとってるかというこ

とですかね、金額の。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 落札ではなくて入札のときになぜその金額を出したかといった根拠に

なる見積書が必要だと思うんですよね。そのことです。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） それはとっておりません。その金額で大丈夫だというようなことで皆さ

ん入札されますので、ただ余り低い場合に、それで大丈夫かな、どういう製品を使ったのかと
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いうような検証が要る場合がありますが、それは落札後にその業者にその見積もりで私たちが

希望している製品を使えるかどうかということを調べるために、見積もりの内容を聞く場合は

あります。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） これも、多くの自治体では見積内訳明細書というのはもう提出される

ように改善されております。この明細書の提出も義務づけられずに、それと市がいろいろ発注

する場合に予定価格、いわゆる見積価格というのがあるんですけども、これは入札の後にも前

にも、市の場合発表されてないんですよね。これは市が予定した金額に対してどれくらいの経

費が節減されたのかということも全く決める目安がないということになるんですけども、なぜ

このように予定価格というのを公表されないのでしょうか。何が問題なのでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 今、予定価格を事前に公表している団体も出てまいっております。その

状況を見ますと、予定価格にほとんど張りついた金額で落札されているというのが実情です。

私どもこれをしようかしないかというようなことで非常に議論をしました。全国的に95％以上

で落札されてますというような片井議員さんの質問がございましたけども、私どもはそれ以上

では落札をしてない状況です。これを発表しますと、かなり高どまりになるということが大体

私たちの今までの調査でわかっておりますので、踏み切らない方が市民のために安く請負をし

ていただけると、そういうふうな考えのもとに公表してないと、そういうふうな状況で今行っ

ております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 落札率を公表しないことがいいとおっしゃってましたけども、この落

札率が公表されないことには、本当に全く目安がないわけでありまして、何で入札制度の、質

問をしたかということなんですけども、それは入札制度を改革することによって公共工事の落

札率が低下し、予算が削減できるということが大きいんですよね。さきに述べました長野県の

ほか、宮城県、横須賀市、八戸市、松阪市などでは入札制度改革により平均10％落札率が低下

しています。その金額はつかんでおりませんが、億単位の削減になるんじゃないかと思いま

す。ちなみに、太宰府市はこれ全く根拠がないので、何を根拠にするかということはあるんで

すけども、落札率が10％低下したとしますと、平成16年度の投資的経費は50億円になりますの

で、これはいわゆる建設工事や災害の復旧工事になりますけども、単純な計算で５億円の削減

になります。これはあくまでも単純な計算なんですけども、またある試算によれば、公共工事

の落札率が全国で10％低下すると、国、地方合わせて年間約２兆円の節約がなされるとなって

おります。 

 ところで、今後太宰府市において、高齢化社会や子育て支援などへの対応には多くの予算が

必要となり、この対策には本当に待ったがないところなんですけども、この公共工事の契約を

行う入札制度が改善されないまま、ほかの予算が削減されているのは何か矛盾というか、大き
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なところで一方では多額のお金が出、そして市民などへのわずかな何万円の補助金は削減さ

れ、ちょっと矛盾があるんじゃないかと思うんですけども、なぜこの入札制度改革、こんなに

結果が明らかに数字が出てるのに、何が原因で制度の改革ができないのでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 私どもなりの改革はしているつもりでございますが、このご指摘の長野

県ですかね、恐らく一般競争入札をしているんではないかなというふうな気がします。一般競

争入札をしますと、全国的に応募がありますので、やはりかなりダンピングをしてでもとろう

というような業者がありますので、そういうのがあると思います。この一般競争入札をしてい

る団体を見ますと、大体金額的に10億円前後ぐらい以上の大きな工事についてはやっているよ

うです。例えば大きな話をしますと、日本政府が発注する工事については、例えば国博のよう

な200億円ぐらいの工事については、世界的に一般競争入札しなさいとかですね、そういうふ

うな取り決めがあるようでございまして、私どもではなかなかそのような大きな金額の入札は

ございません。大体１億円以上あるという場合が年に２本か３本ぐらいという形で、ほとんど

もう小さな工事しかやっておりませんので、それが一般競争入札になじむのかなあというよう

なこと、それから一般競争入札しますと、仕様書を何枚つくっていいかわかりませんので、先

ほど言いましたように電子入札という形にしなければいけません。そうすると、今度は電子入

札制度のコンピューターの構築工事が非常に高価な費用になってまいります。だれが本当に入

札したのかという認証システムとか、そういうのがございまして、太宰府市が定めた認証シス

テムに応じて全国の業者がそのパソコンのシステムを構築しなければいけない、そういうよう

なことがございますので、平成22年ぐらいには全国統一したようなシステムを入れて、そして

各業者がそのシステムに加われば、どこの市町村あるいは県、国でも入札できるようなシステ

ムづくりをしようということで、ちょっと時間がかかっているようですが、そういうことにな

れば業者の負担もないし、あるいは太宰府市もパソコンのそういうふうなシステムの構築の費

用についても共通なシステムですから、安く上がるんではないかと。今までどおりにしますと

やはり億の金がかかるというふうに言われていまして、そういうところもあってなかなか一般

競争入札に踏み切れてないと。大きな県、市あたりが少しずつやっているという状況でござい

ます。 

 いずれにしても、私ども落札の工事契約がかなり見積もりから10％とは言いませんけども、

下回るような金額で今のところ推移してますので、そういう状況で今後もずっと続けていきた

いと、そういうふうに考えております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 先ほど、市内業者の育成ということを聞きましたけども、市内業者の

やっぱりいろんな技術の育成をするのは当然のことでありますけども、そのことと予定価格を

公表しないということは全然関係がないと思うんですよね。そこのところはちょっとおかしい

と私は思います。それで、この制度を改革するには、億単位のお金がかかるとおっしゃってま
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したけども、その電子入札を導入する前の制度として今ここ数年で、郵便入札制度というのが

取り入れられているんですよね。これは九州では長崎市が最初に導入して、宗像市、大分市も

この制度を利用しています。この制度のメリットは、入札日に業者が集まる必要もなく、業者

や行政側の負担も少なくなっております。それと、何よりも談合防止に効果があるとされてい

ます。やはり今の市の入札の経過で、その中でやはり業者と市の職員の接触する回数というの

が多くなったら、やはり例えば予定価格が漏れたりですね、そういう心配も出てくると思うん

ですけども、こういうような郵便入札制度というのは、そんなに巨額の費用もかかりませんけ

ども、そのような制度の研究とかはなされてないでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 工法はいろいろあると思いますけども、例えば私ども一番心配するの

は、職員との接触で工事の金額を教えるとかですね、そういうことを非常に危惧しておりま

す。これは絶対にあってはいけないというふうに考えてますし、もう接触もしないように考え

ています。そこで、入札するときにはですね、１度入札会場に皆さんを、業者を集めて１回入

札させます。そして、させた後に責任者が集まって別室で予定価格を決めます。ですから、も

うだれかに入札予定価格を聞けないようなシステムを今つくり上げています。そして、その価

格を決めて、私どもはこっちに戻ってまいりまして、一緒に開封するということ、ですからだ

れも責任を負わないでいいように事前に予定価格がわかるような、あるいは事前に決めるよう

なことはしないで、一遍入札された後に決めると、そういうふうなシステムをつくっておりま

すので、そういうことはもう絶対にないというふうに考えております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 先ほども職員の方のご苦労というのを聞きましたけども、この談合と

か、こういう予定価格の漏えいですね、こういったことは一企業とか一個人の社会的な道義的

責任というのは問われると思いますけども、その前に談合が起きないようなシステムをつくる

ことの方が先だと思うんですよ。それが入札制度改革と思うんですけども、そうじゃないとあ

と５年後でしたかね、導入と、その間に、もしかしたら公共工事の予算が高どまり、すなわち

それは税のむだ遣いになると思うんですよ。ですから、そういうことをもう少し試算すると

か、そういった前向きな改革はなされないんでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 今、談合防止のためには、いろんな談合をしているという情報がもしあ

ったとします。その場合には新しくこの二、三年前からですね、談合の防止に対する談合情報

マニュアルというのをつくっておりまして、もしそういうふうなことが市内あるいはよそで集

まっていろんな会合があっている、そういう情報があった場合には、この談合情報マニュアル

によりまして上級官庁まで届け出る、調査をして届け出るというようなことまでいたしており

ます。例えば、ガセネタといいますか、ちょっと間違った情報でもですね、こういうふうに談

合情報がありましたということであれば、必ず調査をするという形にして、こういう情報があ
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って調査した結果がどうでしたよということを公正取引委員会に報告するというようにしてお

りまして、そういうことができないようなシステムをつくり上げております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 質問の中で私はホームページでの情報の公開ということも聞きました

けども、ホームページの中で入札契約というのを見ていただきましたら、全国どの自治体も大

体最初のページにその情報が載ってるわけですよね。それで、太宰府市の情報よりもかなり大

きな情報量になっております。 

 それと、入札制度改革も本当にいろんな市が真剣に取り組んでいまして、太宰府市が、これ

から財政状況が好転する材料が見つからない中で、やはり経費の削減をしていく中で、先ほど

武藤議員の質問にもありましたけども、人件費などとかそういったところにばかりですね、例

えば委託職員だとか、そういった本当に一番弱いところの人にその影響が行くよりも、先ほど

言いました投資的経費ですかね、50億円、この金額のところで少しでも予算を浮かせることに

なったら、その後の効果が大きいと思うんですよ。ですから、会計法の規定ではですね、この

一般競争入札が原則となっておりまして、指名競争入札というのは、これ例外的な取り扱いら

しいんですよね。ただ、全国的に指名競争入札というのがあってきた現状があっておりますけ

ども、この入札制度をできるだけ早急に改革していただいて、市の、本当にここまで悪化した

市の財政の立て直しのためにもぜひ導入を検討いただきますよう強く要望して、この質問を終

わりたいと思います。 

○議長（村山弘行議員） ここで11時20分まで休憩いたします。 

              休憩 午前11時07分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              再開 午前11時20分 

○議長（村山弘行議員） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 地域振興部長。 

○地域振興部長（松田幸夫） それでは、２項目めについてご回答いたします。 

 まず、仮称ではございますけども、ＪＲ太宰府駅の新設と看護学校跡地を有効に活用した西

地区のまちづくりについてでございますけども、佐野東地区におきましては、ＪＲ太宰府駅を

中心に本市の西の玄関口として整備をするということにいたしております。しかしながら、さ

きの３月議会におきまして、災害復旧事業を最優先課題として全力を挙げて取り組んでいると

いうことで、現段階におきましては、財政計画や周辺のまちづくりの熟度の高まりなどを見き

わめながら進めてまいりますとご回答をいたしておりました。その後におきましては、今日ま

で特に具体的な進展はございませんけども、ＪＲ太宰府駅の設置とその周辺のまちづくりにつ

きましては、一体のものとして整備をしていく必要があるというふうに認識をいたしておりま

す。今後もこの財政計画あるいは整備の見直しなども十分検討し、明らかになった時点で早急

に取りかかっていきたいというふうに考えております。 
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 次に、県立看護専門学校跡地の有効利用につきましては、まずストックの活用という観点か

ら、既存の建物２棟を譲り受けるという方向で現在福岡県と協議を進めているところでござい

ます。 

 なお、暫定的な利用といたしましては、社会教育施設などを考えておりますが、周辺のまち

づくりを含めた跡地全体の利用についてさらに詰めていく必要があろうというふうに考えてお

ります。 

 次に、観光戦略についてご回答を申し上げます。 

 まず、質問の本市での宿泊に関しましてでございますけども、本市の観光協会や観光課など

には問い合わせがるるあっておりまして、温泉の有無あるいは近隣を含めた宿泊施設を紹介し

てほしいと、いろいろ内容はございます。しかしながら、特に市内の宿泊施設につきまして

は、ご承知のとおり国民年金保養センターあるいは大栄研修センター、そしてゲストハウス太

宰府、Ｂ＆Ｂますやと、この４施設のみしかございませんで、いわゆる一般的なイメージの宿

泊観光地としての本市を紹介するのは難しく、特に宿泊につきましては太宰府観光協会に加盟

をいただいております筑紫野市のホテルなどを紹介しているのが現状でございます。 

 次に、宿泊施設の誘致につきましては、市として過去におきましても積極的な誘致活動は行

っておりませんが、以前、幾つかの問い合わせ等がございました。しかしながら、昨今のこの

経済情勢からして、現在こうした動きはございませんけども、間もなく九州国立博物館も開館

することもありまして、本市が目指します滞在型観光という一つの手法として、機会あるごと

にこの誘致活動は行っていく必要があろうというふうには思います。 

 ３点目の本市への関心度についてでございますけども、これまでの観光プロモーションと申

しますのは、修学旅行の誘致を主体に行っておりました。特に、本市の観光協会あるいは県の

観光連盟、そして福岡市などと一体となって誘致活動を行っておりますけども、その中で特に

旅行社や学校側の方からは、太宰府では何が体験できますかと、この体験というテーマでよく

質問を受けます。つまり個人、団体あるいは修学旅行を問わず、従来の見物主体だけの観光で

はなくて、様々な体験をする、あるいは名産を味わうというふうな、いわゆる体で感じられる

目的地が求められているというふうに思います。九州国立博物館も観光面では確かに大きな中

核施設にはなると考えておりますけども、博物館をＰＲすることはもとより、太宰府だからこ

そ体験できる旅のメニューあるいはまちの魅力などを提供しながら、今後観光客を増やす工夫

あるいは仕掛けなどを行ってまいりたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 仮称のＪＲ太宰府駅についてですが、今のところ財政的な実情ではな

かなか実現は困難ではないかということなんですけども、これは、看護学校跡地が3,000坪あ

りまして、この部分とＪＲ太宰府駅の近辺までを総合的にやはりこれから考えていく必要があ

ると思うんですよね。ＪＲ太宰府駅ができる前に社会教育施設ができるとか、そういうことの
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ないように、将来的な人口予測とか財政面での予測をされて、一体化としたまちとしてしてほ

しいと思います。 

 それで、ＪＲ太宰府駅の実現に向けてなんですけども、これは市独自の財源では無理ではな

いかと思うんですよね。その際、皆さんもご存じだと思いますけども、民間活力を利用しまし

たＰＦＩですね。それとかまちづくり公募債、それとかこれは最近ＮＨＫのテレビでもあって

おりましたけども、今不動産ファンドというのがかなり活気を帯びてまして、福岡の方ではビ

ルが何十億円単位で実は売買されているんですよね。その一番売買されている魅力は何かとい

いますと、一番の魅力は鉄道沿線ですね。鉄道沿線、それと福岡なんかは便がいいところとい

うことで、そういうことで、やはり鉄道があるところの沿線というのは、こういう投資家にと

ってはすごく魅力があるところではないかと思います。 

 調べましたら、昨年度ＰＦＩ事業を使った事業が全国で37件ありまして、それには図書館、

あと市の庁舎ですね、それとかまちづくりの再開発の計画とか様々ありますので、そういった

ものをいろいろいろいろ考えながら、できるだけ太宰府市の財源の負担が少なくなるような方

法でぜひ実現に向けてやっていってほしいと思います。 

 それと、観光のことでお尋ねいたしますけども、観光客からの要望ということなんですけど

も、私も観光協会などでちょっとお聞きしたんですけども、まずですね、これは本当に私もび

っくりしたんですけども、九州以外で東北とか北海道から来る方は、太宰府が福岡の県庁所在

地だと思っている方がいらっしゃるらしいんですよね。ですから、太宰府に実際来て、アクセ

スが悪いのと狭いのと、何でそうなんですかということで、そういう不満があったということ

なんですよね。それとまた、福岡市にサラリーマンが仕事、出張で来まして、その後浮いた時

間を二、三時間つくって何人かで訪れる方が多いとかですね、いろいろその太宰府に来る層と

いうのはかなりいろんな範囲になっております。 

 それで、その中で不満はですね、宿泊施設がないということはかなり多いということです

ね。それと、参道のお店が早く閉まるので、何とかできないかという不満もあるということで

した。それと、やはり空港からのアクセスですね。このことも不満として挙げられておりまし

た。 

 それと、私がいろいろ調査していく中で一番びっくりしたのは、韓国、中国からの、アジア

からのツアー客がかなり増加しておりまして、８月を例にとりますと、１日に訪れた観光バス

24台中のうち21台は外国から訪れたツアーということになります。ということは、国も観光立

国ということで、観光でやはりいろんなそれで経済を活性化したいということを考えておりま

すので、やはりこれは福岡だけとか、日本だけにとらわれず、大きな目でやっていただきたい

と思います。 

 それで、実はこれは市も今いろいろパンフレットをつくって本当にいろいろいろいろとやっ

ておりますけども、実はどちらかといったら、計画とかプランとかの方にすごくお金がかかり

過ぎて、一番肝心な地元に訪れる観光客のニーズを把握していないのではないかと思うんです
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よ。それで、これまで市が大々的に観光客に対して実情を実態調査をしたことがあるのでしょ

うか。そのことについてお尋ねいたします。 

○議長（村山弘行議員） 地域振興部長。 

○地域振興部長（松田幸夫） 市が独自で直接観光客にアンケート調査をしたという事実はござい

ませんが、やはり観光協会の方で何度かされたという報告は聞いております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） これは、何の場面でも言えることなんですけども、やはりそこに来る

人が何を求めて来るのか、やはりそういったことをとらえないと成り立たないと思うんですよ

ね。ですから、やはり太宰府市はこれ国博ができたということは本当大きな契機になります。

国博そのものが太宰府市に直接的に経済的な波及はもたらしませんですけども、国博があると

いうことでやはり大きな魅力となりますので、ぜひ観光客の実態調査、その聞き込み調査をや

って、どういうことを求めているかということを調査してほしいと思います。 

 それと、この太宰府市には年間観光客が582万人ぐらい訪れておりますけども、そのうち宿

泊客は１年間で1万6,000人です。これは単純な計算をしますと一月当たり1,300人ですね。こ

れを近隣で比べてみますと、隣の大野城市には39万人が観光に訪れていますけども、同じ1万

6,000人ですね。それと、あと旧福間、津屋崎町、この両方が2万2,000人ということで、太宰

府市はそれにも近づかないような数字になっております。これはやはり宿泊施設がないという

ことがやっぱり大きな原因だと思うんですよね。ですから、宿泊施設をやはり誘致するという

ことを考えてもいいんじゃないかと思いますけども。 

 私、今太宰府発見塾ということで太宰府の歴史の勉強をさせていただいておりますけども、

この塾は大変な人気がありまして、応募者が多かったもんですから、私も抽せんで選ばれたと

ころです。それで、本当に活気がある塾なんですけども、それを見まして、今後太宰府市が目

指すべき方向というのを私なりに考えてみたんですけども、確かに修学旅行とかいろんなツア

ー客が来ますけども、本当にスローライフといいますか、時間をゆっくり楽しんで、本物のよ

さを見つけて歴史を探訪するという、そういう世代にやはり焦点を当てるには、本格的な高級

ホテルですね。太宰府市には本格的な高級ホテルがやっぱり似つかわしいと思うんですよ。ご

存じだと思いますけども、大宰府政庁というのは外国から訪れた使節をもてなす、賓客を接待

するというのが大きな役割だったと聞いております。このような太宰府市に食事もできて音楽

会を、生演奏を聞きながらグラスを傾けるとか、それとか学会の誘致、そんないろいろなこと

が考えられるんですけども、市長にお尋ねしたいんですけども、このような本当に日本有数の

ホテルがもしできたとすると、市長はそういうホテルを利用したいと思いますかどうか、その

あたりをちょっとお尋ねいたします。 

○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 今、本市の観光行政についていろいろお尋ねでございますが、我々といたし

ましても、太宰府市の将来のビジョンとして観光都市としてのあり方を考えておるわけでござ
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います。今までは天満宮中心の観光客、年間650万人という客でございますが、その経済効果

等々につきましても、もっともっと市としては考えなくちゃならない。幸い、本年の10月15日

に国立博物館ができます。この開館を迎え、国立博物館後の本市の観光のあり方、今いろいろ

の形で研究をいたしておるところでございます。今ご指摘の一つのネックでございます宿泊施

設がない、これは本市としても観光の大きな痛手でございますが、それにつきましてもいろい

ろ大きなホテルを誘致したらどうかというようなご提言もあるようでございますが、等々もい

ろいろアンテナを張っておるわけでございますが、今ご承知のようなリゾート開発についても

一つの落ち込みがございますし、今観光につきましても非常に温泉ブームでございます。した

がいまして、今後の観光客のあり方、いわゆる修学旅行等で来た今日までの観光旅行から、い

わゆる小グループあるいは体験型の観光客等々の旅行のあり方も変わっておるわけでございま

して、単なる名所旧跡を見て回るだけではない、新しい観光のあり方等も十分研究してまいり

たいと思うところでございます。 

 いずれにいたしましても、国立博物館開館後、また本市が持っております壮大な歴史遺産

等々も含めて、まるごと博物館まちづくりの一つの構想の中にもそれを含んだ観光行政を進め

てまいりたい、かように考えております。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） 市長がおっしゃいましたように、リゾートホテルとかの開発型のホテ

ルというのは、これからは環境破壊の上からも決してよくない。やっぱりそれは太宰府にはふ

さわしくないと思うんですけども、やはり環境を破壊しない、それもホテルの誘致が観光客の

ためではなくて、市民も一緒に歓迎して、それで太宰府のまちづくりを一緒に考えてくれるよ

うな、そういうふうなホテルの誘致を市民と一緒に考えながらやはりやっていかないと、地域

住民の生活を破壊して、環境を破壊してやはりホテルだけが商売としてやっていくというの

は、これからはやはりこれは長続きしませんし、太宰府にはやっぱりその必要はないと思いま

す。 

 今、本当に国も観光客を増やそうということで大きな政策に挙げてまして、九州の知事をは

じめとしていろいろ経済界、財界の方が九州観光推進機構というのを掲げておりまして、九州

は一つということで観光客を取り込もうとしております。それで、韓国の方で福岡で知ってる

ところを聞いたら、太宰府というのが５番目になってるんですよね。ですから、太宰府の知名

度というのは私たちが思っているよりもやはりありまして、何とかこの太宰府のよさを満喫し

ていただいて、やはり本当にゆっくりとした時間を過ごしていただく、そのためにもやはり観

光、それもグレードの高いホテルを誘致するということは、私はこれはホテル誘致がやっぱり

市民にとっても歓迎されるのではないかと思います。 

 ちなみに、一応ホテルをやっていくためのその宿泊者が、部屋にどのくらい泊まったらいい

のかというのは、大体採算性がとれるのは70％だということです。70％ということは、太宰府

市に訪れる観光客の方から試算しますと、十分やっていけるのではないかと思います。 
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 やはりこの観光づくりといいましてもですね、もちろん職員もそうですけども、市長自らや

はりいろんなところに行って太宰府をアピールする必要があると思うんですけども、例えばこ

の前国民文化祭で、太宰府市には多数の国民がいろんなところから訪れたんですけども、例え

ば太宰府市賞とか、そういうのを設けて、漢詩大会とか、俳句じゃなくて和歌ですね、そうい

ったものを今後して太宰府に来る人たちを一人でも多く呼ぶようなこともどうかと思いますけ

ども、そういったことを市長これから、太宰府市長賞っていう形で全国的にそういった大会、

通用するような大会をするようなことに対して市長どのようにお考えでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 今後の太宰府市の観光のあり方でございますが、ご承知のように名所旧跡を

見て回るだけじゃなくて、太宰府をもっとよく知っていただく、そしてもう一度訪ねてみた

い、そういう雰囲気が大変大切だろうと思います。そういう意味で、我々といたしましては、

単なる知名度は、これは太宰府という知名度は全国的に非常に高い知名度でございます。した

がいまして、この太宰府という地への観光客の関心は非常に高うございますが、お見えになっ

ても通過型観光では、本市のプラスにはなってないというのが現状でございます。いかにして

これを全国からのお客さんを増やすことと同時に、もう少し滞在していただく、言うなれば宿

泊もしていただきたいと、これが観光の大きなポイントになるんじゃないかと思っておりま

す。 

 したがいまして、国立博物館があれば国立博物館で行われますいろいろな特別展等のイベン

トはございます。と同時に、文化祭等々で全国から漢詩大会等々、本市が中心になってその大

会があったわけでございますが、こういう大会、これ全国規模で太宰府で年次的にやっていた

だけないかと、そういう要望等々もございます。と同時に、今年の秋行われますねんりんピッ

ク2005でございますが、これも全国の皆さんが本市におきましてはウオーキング大会がござい

ます。全国から見えます参加者に対しては、市民挙げて歓迎を申し上げたいと同時に、毎年こ

の大会を全国規模でやってくれないかと、そういう要望等もあるわけでございます。いかに観

光客に来ていただく、再度来ていただく、何回も来ていただく、そういう努力を今後とも十分

頑張ってまいりたいと思うところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員。 

○１番（片井智鶴枝議員） まるごと博物館構想ですね、このことは施設、いろんな施設、ハード

な施設をつくることではなくて、まち全体がやはり整備されたきれいな通りとか、そういうと

ころでなければならないと思うんですよね。現実的には、街路樹がかなり枯れたり、雑草が生

い茂ったりして、ここが博物館のあるまちとはとても言えないような現状がありますので、や

っぱりそういった本当隅々まで、太宰府市は、やはり博物館があるにふさわしいまちだと言わ

れるようなことも必要じゃないかと思います。 

 それと、まるごと博物館構想というのがどうしても市民の間に周知されておりませんので、
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市民を巻き込んで、それとか小学校、中学校にも、その意味がわかるようなことをやっていた

だいて、全部で国博のあるまちづくりをしていくようにしていただけたらと思います。 

 以上で質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（村山弘行議員） １番片井智鶴枝議員の一般質問は終わりました。 

 次に、15番安部陽議員の一般質問を許可します。 

              〔15番 安部陽議員 登壇〕 

○１５番（安部 陽議員） ただいま議長の許可を得ましたので、通告に従い質問をいたします。 

 マナー・ルールで快適なまち太宰府をつくる、生活環境の条例制定ができないか。 

 今日の環境問題は、社会経済活動により大量生産、大量消費、大量廃棄型の生活となり、環

境の破壊に起因する部分が多くなっております。様々な環境問題を解決するためには、ライフ

スタイルそのものを見直さなければならないと思うわけであります。したがいまして、私は身

近な生活環境問題に絞りまして質問をいたします。 

 いよいよ来月10月16日から待ちに待った九州国立博物館がオープンいたします。また、高齢

者を中心としたスポーツや文化の祭典ねんりんピックが福岡県で開催され、太宰府市ではウオ

ークラリー交流大会が11月13日日曜日に開催されます。このねんりんピックに日本全国から約

50万人のたくさんの皆様がお見えになります。 

 しかしながら、最近のまち中はあちこちでビニール袋をはじめいろいろなごみの散乱、放置

自転車、空き瓶、空き缶等の散乱や犬猫のふんに出くわします。このようなまちづくりで博物

館の開館が迎えられるのかと思うときに、非常に残念な気持ちでいっぱいです。 

 私は、本年３月議会で、畜犬の愛護及び管理に関する条例で、いろいろなペットのあり方に

伴う飼い主のマナーのあり方などで条例の見直しができないかと指摘したところでもありま

す。したがいまして、身近な環境問題を私たち市民、事業者、太宰府市がそれぞれの立場で責

務を果たすため、参加し協力すべき時期が到来したのではないかと思います。すなわち自らの

生活環境は自分らで守る、この精神が必要ではないでしょうか。 

 私は、この国立博物館の開館を前に、思い切ったマナーのあり方、ルールのあり方、すなわ

ち身近な生活環境を検討すべきと思います。この環境問題に出くわし、いろいろな資料を調査

しましたところ、私の考えと同じ考えで福岡市において快適なまちづくりについて制定されて

おります。これを紹介し、問題提起として、福岡市の人に優しく安全で快適なまち福岡をつく

る条例の前文を読んで参考にしたいと思います。 

 福岡市は、2,000年にわたる悠久の歴史と伝統の中で築かれてきたまちである。そこには、

歴史と伝統にはぐくまれた自治と進取の精神があり、先人によって守られてきた豊かな自然と

市民の生活環境がある。 

 この自治と進取の精神を尊び、福岡市をより人に優しく安全で快適なまちにし、それを次の

世代に引き継いでいくことは、先人からこのまちを引き継いだ福岡市に住み、働き、集うすべ

ての人々の責務である。また、次代を担う子どもたちが、社会生活上のルールを守る責任感、
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社会性及び公共心を身につけるためには、他人を思いやる心と郷土福岡を誇りに思う心をはぐ

くむことが重要である。 

 そのため、福岡市は市民とともに、人に優しく安全で快適な生活環境を守るため、自転車の

放置防止、ピンクチラシなどの屋外広告物対策、空き缶やたばこなどの散乱防止等の諸施策を

実施してきた。しかしながら、公共の場を利用する人々のモラルの低下やマナーの欠如などに

より、生活環境の改善の効果は余り上がっていない。 

 生活環境の悪化は、そこに住み、働き、集う人々の心を荒廃させ、市民の自治意識を後退さ

せるばかりでなく、ひいてはコミュニティの崩壊、犯罪、少年非行の増加や都市活力の衰退と

いった深刻な事態までつながりかねない。 

 今こそ、私たち福岡市民は、自分たちのまちは自分たちでつくるという住民自治の精神に立

ち返り、その力を結集して、人が生き生きと暮らし活躍する「自治都市福岡」を目指し、主体

的に行動を起こすときであり、ここに人に優しく安全で快適なまち福岡をつくることを宣言

し、その実現のため、総力を挙げて取り組んでいくことを誓うものである。 

 このように、人に優しく安全で快適なまち福岡をつくる条例が、今までの種々の条例を網羅

した生活密着の新しい観点から決意表明がなされております。 

 このような動きは各自治体でも検討され、特にたばこの路上禁煙地区の条例が各大都市で実

施されたことは目新しいことでもあります。また、シンガポールでは、外国人旅行者であろう

と国民であるとを問わず、違反者には罰金が科せられます。このように、社会経済の発展に伴

い、国、各都市においてマナーについていろいろと行政のあり方、条例等の見直しが行われて

おります。 

 本市におきましても、環境基本計画推進要綱をはじめ畜犬条例などいろいろな条例がありま

すが、現在の条例、規則では実施面において、また罰則面においていろいろな観点から少し甘

い規則等ではないかと思われます。したがいまして、現在の社会環境、生活環境、教育環境か

ら見て、ぜひとも見直しをして、安全で快適な住みよいまち太宰府をつくるため、身近な生活

環境対策に取り組むため、マナー・ルールで快適なまち太宰府をつくる生活環境の条例制定が

できないか、その見解を伺います。 

 今回の九州国立博物館のボランティアには、約900人近くの応募がありました。太宰府市で

も元気な高齢者の優秀な高齢者の方がたくさんおられますし、大学校もたくさんあります。予

算がなければ市民の皆様に問うてみてはいかがかとも思います。 

 また、この方たちの方が誇りを持ってボランティア活動ができるようなムードづくりとし

て、この際（仮称）生活環境指導員の腕章をつけるなどして権限を持たせるなど考えられない

か、検討すべき課題と思いますがいかがなものか、伺います。 

 私は、観光都市として、また住民の快適で安心して住めるまちづくりのために、ボランティ

ア活動をはじめ市民の市民による市民のためのまちづくりをぜひとも総合的に検討されるべき

と思います。 

－52－ 



 あとは自席にて再質問をいたします。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） 福岡市の人に優しく安全で快適なまち福岡をつくる条例のような条

例制定ができないかというご質問についてですが、本市におきましては、空き缶等の散乱防止

やポイ捨て禁止の条例、また犬のふんの放置を禁止した条例などは制定しているものの、ご指

摘のとおり、実際には市内の至るところで不法投棄がされたごみやポイ捨てされたごみなどが

見られます。これらを防止していくためには、その監視体制を強化していくことも考えられま

すが、市民、事業者、行政がそれぞれの役割を担えるような体制づくりをし、一体となって環

境美化に対する取り組みを行うことによって、その防止に向けたモラルの向上を図ることが一

番大切であると考えております。 

 現在、市では地域美化推進事業補助金の交付やボランティア清掃活動に対するごみ袋の配

布、回収などを行っていますが、このような制度にさらなる検討を加え、市民や事業者が積極

的に参加でき、その中から生活環境に対するモラルの向上が図られるような制度とし、生活環

境問題について市民全員がかかわりを持つことができる制度にしていくことが急務であると考

えております。 

 次に、ボランティア活動についての考え方でありますが、現在も様々なボランティア団体が

美化活動などを行っており、行政といたしましてはそれらを積極的に支援していくことが大切

であると考えております。ご指摘がありました生活環境指導員でございますが、福岡市をはじ

めといたしまして、筑紫地区におきましても美化推進等を目的として、市から委嘱された環境

推進委員の制度がございます。また先般、筑紫地区防犯協会と筑紫野警察署とで地域防犯活動

への市民ボランティア活動として地域に広げるついで隊を創設しており、これらを参考にしな

がら本市の方式を検討し、ボランティア活動との連携も図れる制度といたしまして、市民自ら

が市民の住みよいまちづくりが行われるような制度となるよう検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） 今、回答をいただきましたが、今のところ体制づくりが大事だという

ことでございますが、今現在、条例も３つ４つ、今部長が言われたように、あることはあるん

ですね。しかしながら、それが守られてないから見直して、やはり新しい体制でそういうこと

ができないかということでございますが、その点の見解はどうでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） まずは今できることを体制づくりの中で進めていこうというのが先

ほどの答弁でございます。今出ております条例の制定につきましては、もう少し広い意味で今

るる検討されておりますような防犯におけるところのまちづくり、安全・安心まちづくり、あ

るいはひいていきますと地域コミュニティづくりがずっと浸透していきますならば、こうした
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条例ができなくても、本来でありましたらそれぞれが自分たちの住んでるまちを美しくしてい

こうというような部分につながっていくのではないかというふうに思っておるわけでございま

す。そうした部分で、総合的な観点から条例の制定を考えていくという上におきましては、若

干の時間が必要かと思いますので、今あります、今できることは先ほど申し上げているような

ことが考えられるのじゃないかと、それをまずもって推進をしていくことが今大事なことでは

なかろうかというふうに考えまして、ご答弁申し上げた次第でございます。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） 今の回答はよくわかることはわかるんですよね。しかしながら、これ

が守られてないからやはり新しい見方で、総合的なまちづくりというものを検討すべきではな

いかと。やっぱり一歩前進させんと、社会が変わってきておりますからね。そういうことでこ

ういう条例の新しい見方での制定はできないかということで言ってるわけですけど、すぐにと

いうことじゃないけれども、今から検討、前向きに検討していただいて、やはり市民が住みや

すいまちづくりにはどうしたらいいかということに頭を切りかえていただいて、やはりぜひと

もこれは推進すべきと私は思うわけですが、その点の見解を。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） 先ほど出ております福岡市の条例が平成14年12月19日から動いてお

りまして、条例ができる前とできた後がどういうふうに変わってきたのかという部分をまず調

査をさせたいというふうに思っております。それで、そうした部分の中を受けまして、この人

に優しい安全で快適なまちというような部分を含めますと、もう少し広い意味で、先ほども申

し上げておりますような防犯の視点でありますとか、そういうふうなものを総合的な形で検討

した方が、より効果があるのかなというふうに思っておりますので、検討することは検討はし

てまいりますので、それはもう少し広い意味での検討を今考えておるということでございまし

て、それも検討するという部分につきましては、若干の時間が要りますから、今できることを

先ほど申し上げておりますような形の中で進めていきながら、福岡市の成果も、どういうふう

に変わってきたかという成果も分析をさせていただきながら、太宰府に合った条例はどういう

条例がいいのかという部分については、若干の時間が必要ではなかろうかというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） 今の回答を見ますと、前向きにいくんじゃなかろうかというふうなニ

ュアンスを覚えますので、ひとつ時間はかけても福岡市よりもいい条例をつくっていただきた

いと思います。 

 私、最近、天神の方をずっと見て回りますと、くわえたばこだとか、そういうことはなくな

ってしまっておりますね、やはり。そういうふうで、やはり住民意識というのはそういうこと
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をやはりできたばかりだからそういう意識がみんな強いのかもわかりません。年月がたつとま

た廃れていくかもわかりませんけれども、やはりその都度広報することによって、いいまちが

できるんじゃなかろうかと思いますので、条例制定に向けて頑張っていただくことを期待して

おります。 

 それから、ボランティアについて。 

 ボランティアの、私もいろいろ調べましたら、高齢者の方やはり90種類ぐらいあるんです

ね、90種類ぐらい。それで、それによっていろいろあるわけですが、先ほどのまちづくりには

防犯あるいは清掃、両方兼ねたようなこと、いろいろそういうボランティアもあると思うんで

すね。ここで私、今の回答よくわかるわけですが、教育、私の近くは学校が、小学校と高等学

校とあるわけです。そして、あそこが通学路になったり、それからまた草が生えたりしている

ものですから、かなりの犬の散歩道にもなってると。それからもう一つは、今回感じたのは、

台風が吹きましていろんなやはり古い木が大分落とされたわけですね。そしたら、やはりそこ

に住んでいる人だけが掃除をすると。私とうとう清掃の方に行きまして、ボランティア袋をい

ただきに行きましたら、気持ちよく、区長さんとの連携も取りましてやったわけですが、そう

いうふうでやはりそういう突発的な袋が要ったりする場合もあるわけですね。ボランティアの

方に、どういう団体あるか知りませんけれども、そういうボランティア袋は渡してあるわけで

すかね、どんなでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 答弁につきましては再開後にお願いいたします。ここで13時まで休憩い

たします。 

              休憩 午後０時01分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              再開 午後１時00分 

○議長（村山弘行議員） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） ボランティア清掃に係るごみ袋の配布につきましては、ボランティ

ア活動団体あるいは区長さん等から計画書等を提出していただきまして、その都度配布をして

おります。ちなみに、平成16年度のボランティア袋の引き渡しの状況ですが、可燃、不燃合わ

せましてトータルで4万3,854を出しておるようでございまして、これは６月の環境美化強調月

間、12月のクリーンデー、行政区、今ご質問出ておりますボランティア団体といたしまして

は、可燃、不燃合わせまして3,284のボランティア袋を使われまして、多くの方にボランティ

アとして参加していただきながら、市内の美しいまちづくりについてご協力をいただいておる

ということが現状でございます。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） 今ボランティア袋がそういうボランティアされる方にも出してあると
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いうことを聞きまして安心しました。 

 それから、ちょっと先ほど回答の中でついで隊と言われましたかね。それも私もなかなかい

い言葉だなあと思いながら聞きますけれども、これはやはり清掃される方のボランティアの美

化運動してあるようなそういう人、あるいは防犯というようなこと、それから今小学生やらが

帰るときにやはり腕章をつけてある、何ていいますかね、学童指導員か何か、そういう方たち

も含まれてそういうついで隊というものにされるのかどうか、ちょっとその点、構想について

お願いいたします。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） 先ほど申し上げましたついで隊という部分はですね、先ほど言いま

したように、筑紫野警察署と筑紫地区の防犯協会とが合同で地域防犯活動という市民ボランテ

ィアを今募ってありまして、みんなでつくろう安心のまち、そげん大したことじゃなか、散歩

のついで隊とかというような、そういうふうな部分で実際今ボランティアを募ってあるわけで

すね。こういうものを参考にしながら、先ほど問題提起されておりますような美化活動等も、

わざわざ構えて、そのためにだけにということじゃなく、何かのついでに、あるいは散歩のつ

いでにたばこを拾うとか、あるいはごみを拾うとかというような、そういう活動をしておると

いうような腕章か何かをつけてですね、そういう腕章が市内全域で幾つもそういう方が出てま

いりますと、大きな効果があらわれるのかなというようなものも含めまして、そういうものも

視野に入れて、検討の中に入れて、先ほど出ているような生活環境問題についての市民全員が

かかわりを持つことができる制度をどうつくっていくのかという一つの参考例でございますん

で、そういうものも参考にさせていただいて、そういう制度を実現していきたいというふうに

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） できるだけそういう総合的なボランティアをされるような方式をとら

れることを希望いたします。 

 ただ、ここで一つ警察署あたりがどう考えておるのかわかりませんが、注意して、例えばポ

イ捨てされて、あら、あなたはいかんですよと言ったときに、殴りかかったり、いろいろそう

いうことについての注意事項と言ったらおかしいけれども、そういう問題についてはどういう

処理かなんか、そういう問題点、警察との協議はあっておりましょうかね。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） どの程度の部分で、状況等にもよりましょうけども、具体的に何か

そういうふうな形で例えばそういうふうな部分について行動を起こすということで、そういう

問題が発生するということが想像されましたら、当然のことながら所管の警察署等とも協議を

させていただいて、そして何といいますかね、美しいまち太宰府、国博のあるまち太宰府とい

う市民の意識の高揚が一番大事ではなかろうかというふうに思うわけですね。だから、そうい
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う部分の中で自らがそういう形になってくるように、人から言われてするという部分じゃな

く、自らがそういうふうになれるような仕掛けを行政としてどうやっていくのかというのが課

題ではなかろうかなというふうに思っておりますので、そうしたいろいろなそういうふうな事

件等々の発生が予想されるような制度の導入につきましては、当然のことながら筑紫野警察署

と十分に合議をしながら進めさせていただきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） ぜひともそういうようなボランティアシステムができることを祈念い

たします。 

 それから、ちょっと最後になりますけど、教育関係で環境教育ですか、そういうことで今の

私の近所が小学校、高校があるものですから、やはりこうポイ捨て的なこと、それからマナー

が悪い部分がよく見受けられるわけです。それで、私どもが小学生のときやら、今度特に気づ

いたのは、今から先運動会始まって、運動場へちょっと昨日かね、見に行きましたら、まだ木

の葉が散らかったりいろいろ、そこでやっぱり運動会の練習をしていると。私たちが清掃する

ときには、ほうきの目が見えないと先輩から怒られよったというふうな記憶があるわけですけ

ど、今そういう掃除の仕方はさせないで、ちょっと遊び半分のような清掃の仕方が多いわけで

すね。昨日ちょっとテレビ見てましたら、東区の小学生がシジミガイを川に投げ込んで環境を

美化するというようなことで出ておったわけですが、それに対して子どもさんはすぐにごみを

散らしたらいかんなあというように感じましたというような感想まで出ているわけですね。現

在のそういう小・中学生に対する環境教育というか、どういうような清掃あるいはそういうも

のに対しての教育というか指導がなされておるのか、ちょっと経験深い教育長さんにひとつお

願いいたします。 

○議長（村山弘行議員） 教育長。 

○教育長（關 敏治） 非常に幅広い質問ですので、簡単に答えにくい面もありますけど、できる

だけ概略化しながら答えさせてもらいたいと思います。 

 環境教育といった場合は、普通広い意味でとらえますので、例えば総合学習みたいな場を使

って課題を持って行うとか、また各教科に分かれて、例えば理科なんか非常に関係深いんです

が、行うとか、また学校行事等の行事で行うとか、そして道徳なんかで考え方として行うとい

うようなことをやったりしておるのが事実でございます。 

 それから、先ほどシジミガイの話が出てまいりましたけれども、例えば安部議員の近くの太

宰府小学校あたりでは御笠川を使って、いろいろな環境の状況、例えば上流と中流と下流の状

況によって川が違うとか、それからどんなふうに影響を与えるかということで、環境をきれい

にしていこうとか、また実際に御笠川をきれいにするような作業とか、そういうようなことを

やっておるところでございます。 

 それから、掃除につきましてですが、学校としてはやはり整理整とんというのは非常に大事
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な要素でありますし、きれいな環境で学習に取り組むという意味合いで掃除に取り組んでおり

まして、例えば係活動とか生徒会活動、また先生たちの組織、時にはＰＴＡの力をかりながら

も、より掃除を徹底するようにしております。ただ、掃除につきましてはですね、例えば親ご

さんの考え方も、例えば子どもに掃除をさせる必要があるのかというような考え方を含めた多

様さとか、それから子どもの掃除とか草とりの体験の有無による多様さとか、ぞうきんの絞り

方なんかを見ますときに、もうほとんどの子どもがきちっと絞れないというような状況である

とかですね、それから何もかにも子どもたちのことを親がしてあげるもんですから、自分でし

ようとしないというようなこととか、そういう、個人差はあるわけですけど、なかなか徹底し

て掃除しにくいという側面があるのは事実です。先生方も、師弟同業という言葉を使っている

んですけど、一緒にするとか、それから分担しながら責任を持たせるというようなことを考え

ながら、より掃除を徹底するように、またそういう力をつけるように進めているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員。 

○１５番（安部 陽議員） どうもありがとうございました。こういうふうで身近な生活環境をよ

くするということで、当局におかれましては頑張っていただきたいと思います。 

 これをもちまして一般質問を終わります。 

○議長（村山弘行議員） 15番安部陽議員の一般質問は終わりました。 

 次に、６番門田直樹議員の一般質問を許可します。 

              〔６番 門田直樹議員 登壇〕 

○６番（門田直樹議員） ただいま議長の許可をいただきましたので、通告に従いまして質問をさ

せていただきます。 

 動画をやりとりできる第三世代携帯電話の急速な普及に伴い、携帯電話基地局の建設をめぐ

る住民の反対運動が各地で起こっており、中には訴訟にまで発展したものも幾つかあります。

中継塔建設は県に建築確認申請をすればよく、市町村が計画を把握していなかったケースが多

いようですが、この件につきまして太宰府市の場合どうなのか、２つお尋ねします。 

 まずは、市全体で携帯電話基地局中継局、いわゆる電波塔は幾つあるのかお答えください。 

 次に、計画段階のものも含めて、建設をめぐり住民の反対を受けたもの、つまりトラブルは

何件発生したのか、把握されているものについて場所と経緯を具体的にお答えください。 

 電磁波が人体に対して及ぼす影響については、めまい、耳鳴り、不眠症から脳や生殖機能へ

の影響、がんの発症まで関係を指摘されています。極めて微弱な電磁波であっても、長時間被

曝すると人体に悪影響があると推測され、細胞からカルシウムイオンが流出したり、ホルモン

分泌を抑制したり、染色体に異常を来す、これらががんや白血病の原因ではないかと推測され

ています。 

 ＷＨＯの依頼により当時の科学技術庁は、1999年から３か年計画で約350人の小児白血病患
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者と約700人の健康な子どもを対象とし、日本で初めての全国規模の疫学調査を実施し、その

結果、磁場４ｍＧで小児白血病発生リスクが２倍以上であることが明らかとなりました。水俣

病やイタイイタイ病、薬害エイズに狂牛病など数えても切りがありませんが、経済効率、利益

優先や利便性の追求の陰に、主体となるべき人間そのものが無視され忘れられた結果ではない

でしょうか。 

 今議会ではアスベストに関する一般質問も幾つかされるようですが、今電磁波問題は第２の

アスベストと言われています。10年、20年たって市民に、特に今発育途中の子どもたちに影響

があってからでは遅いのです。 

 最初にも申しましたが、現在携帯電話基地局建設に関しては、問題があったとしても、それ

をやめさせるような権限は自治体にはありません。中継塔は用途地域の制限もなく、第１種低

層住居専用地域に50ｍの鉄塔を建てても違法ではありません。 

 これらの問題に対し、他の自治体では業者に対し近隣住民への事前説明や市への届け出を義

務づける要綱や、トラブルが起きたときに市が仲介に入ることを定めた紛争予防条例を施行し

ているところもありますが、太宰府市ではどのようなお考えをお持ちなのか、お聞かせくださ

い。 

 以上、あとは自席にて再質問させていただきます。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） それでは、ただいまのご質問について回答申し上げます。 

 中継塔基地局の申請関係は、電波法における基地局開設の免許の申請と、高さが15ｍを超え

る鉄塔は、建築基準法における建築確認、工作物の申請が必要でございます。申請を受け付け

る九州通信局、それから那珂土木事務所とも近隣住民への説明は指導しているということです

が、法的な規制はないということでございます。 

 本市についてでございますが、中継塔の建設に伴う住民の反対がありましたのは、つかんで

おるところでは３件ほどでございます。１件は事前に建設計画がわかりましたので、事業所に

近隣住民への説明を指導いたしたところでございます。建築確認の申請は、おっしゃいますと

おり直接県に申請されますことから、事前に建設の計画を知ることができないのが現状でござ

います。しかしながら、携帯電話の事業者は、今のところ３社とつかんでおります。ＮＴＴド

コモ、ＫＤＤＩ、ボーダフォンでございますことから、建設に対しましていち早く情報を入手

しまして、当市といたしましても近隣住民への事前の説明の依頼等を事業者の方に指導すると

いうことで努力していきたいというふうに考えております。 

 それから、ご質問の電波塔が市内に幾つあるかということでございますけども、今のところ

７か所とつかんでおります。正確じゃないかもしれません。ＮＴＴドコモが青山、松川、北

谷、それからボーダフォンが、実際は梅香苑団地の中ということで、高雄の方に１基、それか

らＫＤＤＩが国分に分かれて３基ということでしょうか、そういうふうにとらえておるところ

でございます。 
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 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） 今、上でお聞きした分で、トラブルは３件反対があったということです

が、この３件を指導する、説明するように指導されたというふうに今たしか伺ったんですが、

その結果もう建設は取りやめられたんですかね、その会社は。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 今ちょっと流れがありまして、１つは一行政区に建てられるということ

であったけれども、やはり周り住民の反対があったということで、もう一つの行政区に検討さ

れたということでございますが、そこもやっぱり住民のトラブルがございまして、今公園の方

にどうかというような業者からの依頼があって、今業者とそのことについて協議中ということ

で、解決がついたということには至っておりません。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） それとですね、最後の方にお聞きしたんですが、こういうふうな条例、

他市は何らかの手だてが必要だということで、そういうふうな要綱とか条例を施行していると

ころがあるということを言ったんですが、市ではどのようにお考えなのか、その辺はどうでし

ょうか、お答えください。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 門田議員さんからも新聞の情報で提供がございまして、幾つかの自治体

はそういうものをつくった、あるいは検討しているということでございます。私の方もＮＴＴ

ドコモと話し合う中で、いろんな紹介があった市、そういうところに幾つか聞いております。

考えますに、最終的にはそういう指導要綱等つくりましても、最終的にそこのある程度民民の

間での解決になるのかなというふうに理解しております。さきのマンション建設に伴ういろい

ろな住民反対運動がございまして、法律の範囲で許容されておれば、それを市の方がとめると

いうことはできないところでございます。できるだけ説明して近隣住民の方にご理解していた

だくという方法しかないのかなというふうに考えております。まだいろんなそういう事業者に

いろんな地域住民の要望等を加えて建設するとか、そういう条件闘争的な部分もございましょ

うけども、今のところ市も建築分に関しまして指導要綱がございます。それもそういう意味も

含めまして事業者の方に近隣住民によく説明、お話ししてくださいというような方針でいきた

いと、そういうふうに思っておるところでございます。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） おっしゃるとおりで、今の建築基準法とか、あるいは電波管理法です

ね、電波管理法なんかにしても、もうただその体系をすみ分けるとか、そういったぐあいであ

りまして、いわゆる人体に対する健康被害ということは、もう全然最初からもう考えに入って

ないわけですね。そういったところで携帯の会社の中で第三世代ということで、大変な競争が

あってるみたいですね。より消費者とすれば通りがいいものを当然選ぶと。だから、電波塔が
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いっぱい要るんだと。第三世代は、今までのものに比べて情報量が多いだけ、届きにくいらし

いですね。その分たくさん建てなければいけないと。今７か所というふうにお聞きしたんです

けど、実際もっとあるような気がします。それとか、規模によると思うんですよね。もうでっ

かいのもあれば、何十ｍもあるのもあれば、何か上の電柱にフォークがついてるねと、ピッチ

と言われるようなものがあるし、あるいはそういうふうな資本というか、いっぱい持っている

ところでは、電柱にバンドをつけてですね、小さなアンテナがちょこちょこついています。あ

れなんか割と安心な気がするんですが、特に今問題と思うのはですね、下に出力装置、結構大

きな増幅器といいますかね、そういったものをつけたり、あるいはうまいこと隠したりしてる

んですよね。そういったものは明らかに強い電磁波が出てるんじゃなかろうかと思ったりする

わけです。 

 私、さっきから質問の中で、基地局と携帯局ということで、二通り言っておるんですが、余

りよくわかりません。そういう業界用語みたいなところもあるみたいでして、イメージ的には

基地局というのはかなりやはり大きな出力でやっているんだろうと。この次の中継というのは

その名のとおり中継しているんだろうという、そんな感じなんですよ。 

 今日私この電磁波に関して、携帯電話の帯域というのは人体によくないというふうな話もあ

りますので、そのことを聞きたいんですが、ちょっと携帯じゃないんですけど、昔あそこの石

坂のところですよね。変圧器、この前もちょっとお聞きしたんですが、変圧器があって、それ

のいわゆる住民に対する健康被害が問題になったことがあると聞いております。その後、それ

はいわゆる露出の形じゃなくて、建物の中に入ったわけですよね。そのとき何かシールド、い

わゆる電磁波が外に出さないような工夫というのはされたんでしょうかね。どちらにお聞きし

たらよろしいのかな。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 済みません。ちょっとそこのところは明確でございません。申しわけご

ざいません。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） 多分されているんだろう、防ぐ方法はあるみたいです。ただ、問題にな

っているのは、そういうふうな例えば高圧線もそうですね。高圧線も当然高圧が流れてるんだ

から、電磁波、磁界が発生すると。アメリカなんかで言うと、１㎞以内は学校はおろか大体家

建てちゃいかんとかという州もあるみたいですね。だけど、日本はそんなことは言っておれん

と。そんなこと言ったらもう人間住む場所がなくなっちゃうということで、覚えてますわね。

去年だったかな、ある集まり、防災の関係でほかの市に行ったときに、小学校の上、高圧線が

通っているわけですよね。何でわざわざこんなところにと思ったんですが、それぐらい意識は

低いということだと思います。 

 その電磁波の件ですけど、私も別に詳しいわけじゃないんですけど、子どものころ理科で勉

強したんですけど、いわゆる電磁波ですから、球体表面積と同じようなもんで、距離の２乗に
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反比例するわけですね。ですよね。だから、これが電波塔だとしたら、１ｍの人間と100ｍの

人間は、この人がこの人の100倍じゃなくて１万倍ですよね。真下にいる人、１ｍにいる人と

１㎞先にいる人は、1,000倍じゃなくて100万倍ですね。要するに２乗に反比例ですから、近づ

けば近づくほどもっと強くなるんですよね。要は、ある程度距離があって、そういうふうな利

便性がいいというね、もう固定電話も要らん、これで十分という人もおられるでしょうけど、

実際そこでこれできちゃった以上何十年もこれを24時間浴び続ける、この近くの人たちはじゃ

あどうなるんだと。ちょっと例えは悪いですけども、いわゆる火葬場とかごみ焼却場とかです

ね、大変な無理というかな、ご理解をいただいてそういうところに大変な自治体も努力をして

つくらさせてもらっているわけですよね。この業界というのは、いわゆる自分たちそれやらん

と食っていかんというのわかります。そして、日本の経済においてもそういったことは必要か

なと思いますけども、現実はもう野放し状態で建ててるんですよ。 

 そして、私が、私国分に住んでおるんですが、ちょっと、私が直接あった例というのを言い

たいんですが、ある日突然、門田さん知っとるなて、あそこ何か建っとうけどどうなっとるな

て、すぐのところで見に行ったんですが、本当に一夜にして何かでっかいのが建ってるわけで

すよね。これ何ですかね、アンテナね、はあ、何のアンテナですかねというぐらいの感じだっ

たんですよ。そして、業者もわかりまして、すぐにあんなものはのけてくださいと言ったら、

今お話しされたとおりです。いや、もう大丈夫です、安心ですて、もう全然害はありません。

これ読んでください、がばっともらったんですよ。読みました、難しいけど、ちんぷんかんぷ

んでしたけどね、とにかく安心です安心ですと。政府が発行して、これ総務省ですね。総務省

のこれも置いていきました。大方安心と書いてます。同時に、危険ですというのはこれの

100倍ぐらいあります。本もあります。そういうふうな団体もあります。学者の分もありま

す。一生懸命目を通したんですが、はっきり言ってだれが、どなたがこういうのを精査、資料

精査されても、一生懸命見たら危険だなあという感じは持たれると思います。感覚ですけど

ね、学者じゃありませんから。 

 どういうふうな建て方をされるかというと、とにかくいきなり建ててるんですよ。おととし

は国分も水害で大きな影響を受けまして、電柱も折れて工事車両もしょっちゅう入ってたんで

すよね。それと一緒に建ててるんですよ。だから、いつ建てたのか全然わからんで、見たらあ

れ何なのかなと。しかも、見るからに何かこうパワーがありそうなやつなんですよね。お願い

したけども、結局、いやもう一切引きませんと。最初は丁寧な言葉だったですけどね、いやも

う引きませんと。わかりました。じゃあ私たちはやっぱり反対しますということで、それから

の住民運動になりました、自然とですね。そして、その過程でですね、いろいろ言い合い、や

り合いもあって、私なんか告訴するとか、弁護士に相談しているとか、いろいろ、どうぞどう

ぞご自由にということで、そんな話をしてきたわけですよ。最後はですね、結局もう負けるん

ですよ、今のままじゃ。もう別に法律にかかるわけじゃない、条例にかかるわけじゃない。仕

方ないんですよ。泣き寝入りするしかなかったけども、最後はですね、みんなでそこの地主さ
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んにお願いをして、もう何とかお願いしますということで何とかわかっていただいたんです

よ。契約結ばれていたみたいですけどね。しかし、やはり業者の説明がされなかったというこ

とで、撤去をしてもらいました。 

 そして、それから１年ちょうどたつかたたんかでまたですね、また今度は上に、今言われた

うちの３社の一つですけども、これはもう今既にある分ですね。もう前から建ってるんです

よ。前から建ってるピッチの中継局ですね。の隣にもう一本これは別の会社が建てると。そう

すると、もうその隣の方がですね、もうこらえてくれと、いいかげんにしてくれということ

で、何か工事の準備がしてあったから、不安になって聞いてきたんですよ。調べたらそうだ

と。そこを管理している不動産に聞くと、いやもう全然問題ないと、不動産業者さんがそこま

でわかるのか、おかしいんですけどね。じゃあですね、まずとにかくその地権者さん、あなた

がそのお客さんであるところにちゃんとこういうふうな反対が今あってると、そういうことの

意思をお伝えくださいと、はいわかりましたと言って、実際何にも伝えてなかったんですよ。

そんなことだろうと思ってですね、上の方の会社に行きまして、要はですね、上の会社は絶対

建てるんですよ。それで、それを下請業者にさせるわけですよね。下請業者はこれを、おまえ

そんなもん建てきらんかったらおまえんとこ使わんぞみたいなもんだと思います。必死でです

ね、とにかくあらゆることでもうここ来て、夜討ち朝駆けじゃないですけどね、やっぱり来ら

れて、私にお願いしたって仕方ないんですよ。みんながですね、少なくともその半径100ｍの

人がみんな別にいいと言われたらいいんじゃないですかという感じなんですが、そしたらです

ね、市の方にも私何度かちょっと確認をさせていただいたんですけども、市にもそういうふう

な、市の保安林ですね、いわゆるここがだめならここでいいんじゃないか、しかも保安林がち

ょうどいいわけですよね。高台から全体カバーできますから、そこに話を持っていくようなこ

とでしたが、その前提となるのが、例えば県の方でも、いわゆる公共性があることが一番、そ

れから住民の説明と理解があることみたいですけど、住民は全部説明しましたというのも、こ

れも全部うそなんですよ。１軒１軒確認しました。本当、いいや全然、何かただ来られてあい

さつしていかれましたよて、ただそれだけなんですよ。何ら住民のいわゆるそんな理解なんて

ないんですよ。ということで、結局ですね、それもそこをあきらめてもらいました。 

 そこで、ちょっとお聞きしたいんですが、そういうふうな保安林ですね。実はこの業者はそ

の後もまた来て、いわゆるある小学校の裏、山手に、あそこだったらどうですかと、私に聞い

たってしょうないんだけど、あそこは保安林ですよと、恐らく、まず市が許可しないでしょう

と、そういったことをですね。でも、公益性があるということで言ってきたときに、市はその

使用を許可するのかどうか、今お考えはどうなのか、お答えください。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 公園、それから保安林、そういうものがどうかというようなことだろう

と思いますけども、それぞれその存在する目的がございまして、それに該当しない範囲であれ

ばもちろんいいかなというふうに思います。保安林はやっぱり結構厳しい縛りがございます。
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はっきりいけないとかというのは今のところそこまで法律をちょっと読んでおりませんけど

も、厳しい縛りがあってそれぞれ目的があるから、余り軽々に許可ということにはならないの

ではないかというふうに思っております。公園にしましても、やっぱり公園の目的というのが

ございまして、人のたくさん集まるそういうところでございますからですね、そういうことで

今、市の方もまだ確たる結論を出し切ってないのはそういうところがございます。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） まず、この業者が最初来たとき、あんた携帯持っとろうもんと言うんで

すよ。持ってますよと、なら電波塔が要るでしょうと、だからあなただって必要じゃないです

かと言うんですよ。だけど、いわゆるですね、こういうものが本当に必要なのかということも

それぞれ考えがあるでしょうけど、これが必要としてもですよ、少なくとも住宅地ですよ。通

常固定電話があるわけですよね。私大体家じゃあ切っとるんですけれども、そういうところで

何でわざわざそういうものを建てないかんかというのが非常に疑問なんですね。もちろんＰＨ

Ｓとかドコモ、これもですね、ＦＯＭＡとか第三世代とか、種類はいろいろ違って、いろいろ

必要だということを聞くんですけども、この電波に対して、目に見えないということがやっぱ

り一番大きいですよね。同じような波で言ったら音波、音は波なんですが、これ聞こえます

ね。簡単に認識ができる、人間。可視光も認識できますね、明るい、暗いとか、声が大きい、

小さいとか、離れればいい。経験的に人間も動物ですから、近くでわあわあ、私なんか声大き

いんですが、100ｍ離れたら、大体だれの声でもそうは苦痛にはならないと思うんですよね。

住宅街で前、何かどこかの女性が何か嫌がらせか何か知りませんけど、がんがんがんがん鳴ら

してとうとう逮捕されたのがありましたけど、あれが、あんな、人間じゃなくてあんなのがや

っぱり宅地にあると思ってほしいんですよね。そこから目に見えないそういうものが来るとい

うことで非常に不安を持っております。電磁波というのもいわゆる電離放射線と非電離放射線

というものがあるみたいで、いわゆる我々の可視光から上と下とに分けてるみたいですが、ち

ょうどこの携帯の帯域というのがすごく体にとっては悪いんじゃなかろうかということも言わ

れてるわけです。 

 今、これですね、教育現場でどうなのかということをちょっとお聞きしたいんですが、これ

が電磁波に関してですね。というのは、国分の文化ふれあい館にパソコンが置いてあります。

これは前々から私言っとるんですが、あそこに子どもが群がってゲームをやっているんです

よ。半端な時間じゃない。何度も書いて、もう一回延長延長で書き直して、もうずっとやって

いるんですよ。本を見るのは可視光で見るわけですね。人類がもうまだ猿とかそれ前の、何万

年も何百万年も前からそういうふうな体ができ上がってきた、いわゆる可視光に対応するそう

いうふうな仕組みができ上がってきた。しかし、我々が見ているテレビ、昔からテレビに余り

近づいちゃいけませんよて言われたと思います。私も小さいころ言われた。別にそういうふう

な科学的裏づけがどうこうじゃなくて、体験的に何かこれ悪いねということがわかってたんで
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すよね、このテレビが出てきて何十年の間に。そして、今のパソコン、私もほとんど一日じゅ

うパソコンの前に座ってますけど、だけんおこりっぽいのかなと思うんですよ。それで、ここ

の距離が子どもの網膜に直接やっぱりそういうふうな電波というものが当たっていると思うん

ですね。波であり、かつ粒子であるとも考えられるものが、エネルギーが当たっている、その

影響がないはずはないと思う。テレビゲームをいっぱいやる子はキレやすいということを前も

ゲーム脳の云々ということでちょっと質問させていただいたんですが、学校現場で携帯電話の

許可を大体大方認めてるのかどうか、その辺のこと、それとゲームですね、ゲームに対してど

うなのかを関連することとしてちょっとお答えください。 

○議長（村山弘行議員） 教育長。 

○教育長（關 敏治） 最初の携帯電話の携行についてですね、これにつきましては学校の方にお

願いといいますか、任せておりますのでね、一概に持ってきてならんというふうにできないの

が現状じゃないかという感じがしておりますので、個々のケースによって学校もいろいろ検討

しながら許可している子ども、許可してない子どもは一時的にしないとかするとかというふう

にしているんじゃないかというふうに私自身とらえております。ただ、どうしているかについ

ては把握はしておりません。 

 それから、ゲームのその電子脳というんですか、その辺のこと、その電磁波の影響と脳の働

きとは、私は詳しいことわかりませんけど、少し別物じゃないかなという感じがいたします。

ゲームをしよったら脳の働きがうまくいかないというのは、電磁波の影響かどうかというの

は、ちょっと私何とも言えないところです。学校等ではですね、やはり生活のリズムというよ

うなこととか、それからいろんな勉強等ということで、規則正しい生活、そういうことにより

ましてテレビとかゲーム等を長時間視聴するということは避けなさいというような指導をしな

がら、家庭学習にも努力するように話しているところで、その電磁波がどうだこうだからやめ

なさいというような話にはなってないというふうにとらえております。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） 済みません。ちょっとごっちゃにした質問でした。要はですね、子ども

というのが一番影響を受けやすいという報告がされています。子どもというのは成長する、成

長するというのはいわゆる細胞分裂が起こるわけですね。細胞分裂というのは、言ってみたら

ＤＮＡをコピーする、何十万もあるそういうふうな塩基構造というのをコピーするわけです

ね。そのときに何かの影響があったらうまくコピーができないかもしれない、障害になった

り、あるいは発がん性のものになるかもしれない。我々がこの字を書くのに、字がうまい人で

も机を揺らされたらきれいな字は書けないと思います。そういう影響、目に見えない影響があ

るのではなかろうかというところで、特に教育現場とかですね、子どもが集まる場所なんかで

はそういうことを気をつけていただきたいと思いまして、ちょっと聞いたんですが。そういう

ことで、電磁波、非常にまだまだ科学的にも何か解明されてないようなところがあるみたいで
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すけども、今度ＷＨＯの方から何らかのそういうふうな基本的な考えが出るという話も聞いて

います。またそれらを見ながらちょっと注目をしていきたいなと思っとりますけども、最後に

市長にお聞きしたいんですけれども、いわゆるこの電磁波、電波塔の問題ですね、景観を含む

まちづくりという観点からどのようにお考えか、またこういった不安を市民から取り除くには

どうしたらいいとお考えか、お聞かせください。 

○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 今、電磁波の問題、この中継基地の建設をめぐってでございますが、各地域

におきましても、こういう公共施設あるいはこの鉄柱等の施設につきまして、地域の皆さん方

の声というのはすぐ反映しておるようでございます。したがいまして、この中継基地の必要性

は、それぞれのより利便性を求めるというような観点からも、この必要性というのはわかるわ

けでございまして、建設をしなくていい他の方法があればそれが一番だと思いますが。したが

いまして建設地域についても、まず法的なもの以前に地域の了解を得るということは一つの前

提だろうと思いますが、地域の方もこの必要性、あるいは建設によって得る影響等々も十分聞

き分けながら、ぜひ建設については協力的な形でぜひ相談していただきたいということでござ

います。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員。 

○６番（門田直樹議員） 電線がいっぱいあってですね、外国では何か電線をこうみんなもう後ろ

の見えないところに持っていくとか、天満宮の前なんかの参道もそうですね。ただお金いっぱ

いかかると思います。ただ、電波塔はもう外に出てて初めて仕事ができるようなものですか

ら、共存はなかなか難しいと思うんですけど、何とかですね、考えていっていただきたいと、

我々も考えていかなければいけないと思います。 

 ただ、最後にですね、条例ということが他の自治体では要綱なり条例なりをつくって施行し

てやっているというところがあると聞きますけども、将来太宰府市もそういうことが必要とい

うときには、あくまでも住民の立場に立った条例なり要綱なりを考えていただきたいと思いま

す。業者が説明はした、届けもした、はいだからもうオーケイですよというふうな業者に対す

る免罪符になるようなものはつくってはいけないと思います。 

 以上述べまして、質問を終わります。 

○議長（村山弘行議員） ６番門田直樹議員の一般質問は終わりました。 

 次に、９番大田勝義議員の一般質問を許可します。 

              〔９番 大田勝義議員 登壇〕 

○９番（大田勝義議員） 議長より一般質問の許可をいただきましたので、通告に従い２点につい

て質問させていただきます。 

 １点目はアスベストによる健康被害問題であります。 

 これは、テレビ、新聞等で取り上げておりますので、皆様よくご存じだと思いますが、若干

の説明を加えさせていただき、本題に入らせていただきます。 
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 アスベスト、すなわち石綿が十数年前に人体に有害があると指摘されておりましたが、ここ

に来てアスベストを使った製品を製造している企業の間から、従業員がアスベストの繊維を吸

収することによる肺がんや胸膜、腹膜などのがんである中皮腫の重篤な健康被害を引き起こ

し、死亡するケースが報告されました。また、家族や直接携わっていない地域住民の方々の中

にも発生し、大きな不安を呼んでいます。アスベストは、我が国では産出しておらず、諸外国

からの輸入がほとんどで、1960年代ぐらいから日本経済復興とともに輸入量が増え、ピークが

1974年、昭和49年の35万ｔが最高に、それから多少の増減が続き、1990年代になって減少の一

途となっております。2002年の輸入量は4万3,000ｔで、カナダなどから輸入されております。 

 石綿の用途については、その約90％以上が建材に使用されており、その中身はと申します

と、鉄骨造の耐火を増すための耐火被覆材として使用されたり、小・中学校などのように防音

または吸音対策材として放送室や音楽室、体育館など音を多く発生するところにむき出しのま

ま使用されてきました。また、民間では工場、倉庫、個人住宅などでも屋根材、外壁材、室内

間仕切り壁、床材など板状の製品として使用されております。このようなことから、今後

1970年から1990年にかけて大量に輸入されて建築物に使用された石綿が建築物の寿命とともに

今後解体され、排出されることになります。ある調査によると、そのピークは2020年から

2040年ごろに来るのではないかと言われております。こういったことから、今後建築物の解体

作業における石綿曝露による労働者や地域住民の健康被害防止対策が必要となってくると思わ

れます。 

 現在、アスベストを含む製品を製造している工場は計42ありますが、３年後には製造、使用

が全面禁止になるため、発生源としては今後建物解体現場が中心となり、環境省は近く工場や

解体現場の周辺、大気中のアスベスト濃度を含め、モニタリング調査に着手するとあります。

しかし、今まで使用され市民に不安を抱かせるようなものについては、県や国の指示をまつこ

となく、早急に調査し対策が必要と思われますが、市の回答を伺います。 

 ２点目は、開放教室の設置についてであります。 

 これは、モデル的に南小学校に設置され、今後残りの各小学校に配置すると聞いておりまし

たが、地域コミュニティの施設づくりとも関係してきますが、今後どのような計画で進められ

るのか伺います。 

 回答については一問一答でお願いいたします。 

 あとは自席にて再質問させていただきます。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） まず、１点目の公共施設の方に使われている状況と対策についてお答え

をいたします。 

 市内の公共施設につきましては、吹きつけアスベストの使用状況について、本年の８月に各

課からの報告書を取りまとめました。その結果、市内公共施設の吹きつけアスベストの使用状

況については、小学校で３校、中学校で１校ございました。いずれにしても、小・中学校にお
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いて、除去工事あるいは封じ込めあるいは囲い込みを既に実施いたしております。また、吹き

つけロックウールあるいは吹きつけ蛭石が使用されている公共施設が９か所確認をされまし

た。これは図面からと、現地に行って確認をしました。この中に有害となるアスベストが含ま

れているかどうかの調査を、今試料を採取して分析調査に今出しております。その結果により

今後対応していきたいと、そういうふうに考えております。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） それでは、民間の建築物についての対策についてご回答申し上げます。 

 吹きつけアスベストの使用実態調査は、民間建築物は国土交通省が県を通じまして現在調査

中でございます。調査対象はおおむね1,000㎡以上の建物で、第１次は建築年度が昭和31年か

ら昭和55年の間に建築された建築物で、所有者にアンケート等で詳細調査を行い、９月までに

調査結果の報告の予定でございます。それから、第２次は昭和56年から平成元年の間で、約一

月遅れの10月に公表の予定でございます。第３次は、これは福岡県独自でということで、平成

２年から平成８年までの建築物の調査が実施されます。調査後の対応については、今のところ

未定でございますが、所有者に専門の業者への相談等を指導されると、そういうふうに考えら

れるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） まず、公共施設の方から入りたいと思います。 

 県の資料、インターネットで集めたんですけれども、学校におけるアスベスト対策について

教えてくださいということであったんですけども、これは昭和62年からアスベスト対策工事に

よって公立学校施設整備費国庫補助制度における大規模改造工事の補助事業対象工事として、

設置者から申請があれば優先的に採択していますということでやってましたので、多分これで

やられたんだろうと思いますね。 

 それで、新聞等ですね、もう最近は毎日のようにこの件について新聞に載るわけですよね。

その中でやっぱり気になったのが、終わっているんだけれども、実質、終わってるということ

で報告してるけども、実質残ってたと、建物の中のどこかの一部に残ってたというふうなこと

が新聞等に出てるケースもあるわけですね。そういった意味で先ほど大体囲い込みとか、そう

いったようなことで小学校３、中学校１についてはそういうことでされてるというふうなこと

なんですけれども、どうなんでしょうか。これ残ってるというふうなことは考えてはいらっし

ゃいませんか。 

 というのは、一応調査してるということなんですけれども、実質完全に調査が終わっている

のかなと、そこを逆に疑問に思ってるわけですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 小・中学校については、今大田議員さんが言われますように、昭和62年

のその調査でやっております。再度今度いろいろな新聞等で問題になりましたので、図面をも
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とに、図面でも調べますし、現地に行っても調査をいたしました。その中に、これは明らかに

アスベストじゃないけどもどうかなと、蛭石が使われて、あるいはロックウールが使われて、

その中にアスベストがあるのかわからないと。年数によって使える状態がありましたものです

から、そういうことも含めて今回調査をいたしております。それも少し入っているのは無理だ

ったというような形で、今度再度確認の調査をしたということでございます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） そうしますとですね、やはり子どもたちを預けている親としましてはや

はり学校にいる、滞在している間が一番長いですね。そういった意味で、やっぱり親ごさんた

ちの不安というのは非常に大きなものがあろうかと思いますね。なぜかといいますと、これだ

け新聞等、テレビ等で報告されればですね。だから、太宰府市としてこういう調査を行って、

そして結果がこういうふうで、そしてこういう対策をしたいというふうなことの報告なりを市

の広報紙等で発表されるとか、そういうふうなことはございましょうか。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） 公共施設の今回の調査でですか。そうですね。ちょっとそこまで考えて

はおりませんでしたが、必要であれば公表しても構わないと思いますけども、結果が出るのが

ちょっと今調査機関が非常に込んでおりまして、その終わった状況では検討していきたいとい

うふうに考えます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） ありがとうございます。それでは、民間施設、民間の建物なんですけれ

ども、鉄骨造で、そして３階建て以上、そして共同住宅で、１階がげたばきになってまして、

そして１階がオープンで駐車場になっているというふうな形のものについては、耐火要求とい

いましょうか、耐火建築物としなければならないというような要求があるわけですけれども、

その要求として鉄骨にアスベストを吹きつけしているわけですよね。ちょうど汚れたような綿

をね、吹きつけておりますけども、あれは耐火要求ということでどうしても必要だからやって

るわけですけれども、私もこの一般質問をするに当たりまして気になりましたもんですから、

太宰府市内を車でずっとこう少し見させていただきましたけれども、そのような、そうではな

かろうかというふうなものがやっぱり何か所か見つけたといいましょうか、確認できたわけで

ございますけれども、実質サンプルとって分析しないとわかりませんが、そういったものがあ

るわけですけれども、これが一番怖いわけですよね。古くなって風雨にさらされて、そしてそ

れが飛ぶといいましょうか、飛んで、そして地域にばらまくような形になりますからね。普通

の板状のものであればその中に封じ込めてしまって、切ったりとか削ったりとかしない限りは

外には漏れませんけれども、こういうふうなものが一番危険な状態にあるんですけれども、こ

ういったふうなものについて、市独自でやっぱり調査をした方がいいんじゃないかなという気

がするんですけれども、これはどうなんでしょうかね。そういったものも含めて調査をお願い

したいと思いますが。 
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○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 先ほど申し上げましたのは、特に吹きつけアスベスト対策ということ

で、国の命を受けて県が今調査をしているという現状でございます。ですから、そこの範囲の

中でカバーできるのかどうか、一つあろうかというふうに思います。一つの耐火、準耐火建築

物、延べ床面積が500㎡以上、それから吹きつけの面積が50㎡以上と、そういうのがひとつ目

安であろうかというふうに思います。 

 今申されました市独自でということでございますが、県とそこのところは、県が基本的に窓

口で、それこそ保健所あたりとも見回り、そういうものをされているということでございます

ので、密に連絡を取って、もしそういうものがあるときはどういうふうな対応したらいいかと

いうような協議のもとに対策を講じてまいりたいと、そういうふうに考えます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） 先ほど言われましたように、県、それから国、国土交通省で1,000㎡以

上で１次、２次、３次というふうなことでやっていくというようなことでございますけれど

も、結局これに外れているのが先ほど私が言いましたようなものなんですよね。例えばあなた

の家の隣にですよ、そういうらしきものがあって、そしていつも気になってて、そして自分の

方ではどうにもできないから、例えば市の方に行って、そしてこういうものがあるんだけど

も、ちょっとどうか調査してくれないかというふうな隣の方から言われた場合にですね、市と

してはどういうふうな対応をされますか。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 一つ法律の中でご存じかと思いますけども、労働安全衛生法というのが

ございまして、その中で石綿障害予防規則ということで、これが平成17年２月24日ということ

で、つい最近でございますけども、できて、その中にほとんど網羅できるような法律の内容だ

というふうに思います。特に、10条では、基本的には解体をするときに従業員等が、先ほど言

いましたように被曝といいますか、そういうアスベストをかぶらないようにというのが基本の

法律でございますが、場所によってそういう劣化、損傷部分があるようなところについては、

当該石綿等の除去、封じ込め、囲い込みの措置を講じなければならないというようなことで、

解体しなくてもそういうものが恐れがあるときはそういうことをしなさいということがありま

すので、そういうものがある疑いがありましたときは、先ほど言いましたように、目視とか、

それから設計図書、そういうものでどういうものが使ってあるとかを検討して、早急に対処す

るというのが基本だろうというふうに思っております。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） テレビを見てまして、このアスベストについて特集、取り上げてたんで

すが、そのときにこの家の方がですよ、３階建てでしたけど、１階が車庫になってましてね、

それでアスベストの疑いがあるからということで調査の方を呼んで、そして見積もりしてもら

ったんですね。車にして四、五台入るか入らないかぐらいの車庫だったんですけどね、だけど
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それでもやっぱり五、六百万円という金額が見積もりが出てましたよね。それで家の方非常に

びっくりされたんですけれども、だけど、そういうことで何せ金がかかることですから、一概

にはいわかりましたというところもできないんじゃないかなという気がします。だから、そう

いったふうなところで、やはり市として、もちろん国、県にお願いして、何らかの方法でもと

らないと、そのままほったらかした状態では、かえって状態としては悪くなるばっかりですか

らね。何らかの方法、検討なり対策を考えてほしいというのが実感なんですよね。そういうふ

うなものに対してですね。なかなか難しいですけどもね。 

 だから、端的に言いますと、先ほど県、国が調査するもの以外のこれにあふれたものについ

て、例えば市内を巡回されてですよ、そしてそういったものが、外から見りゃあわかるでしょ

うからね。私は個人的に見てもやっぱり２つ３つはありましたからね。そういったものを、や

っぱりまち中になりますけども、そういったところを見られて、場合によってはそういったも

のをちょっとサンプルしていただいて、どうなのかということで調べられて、そしてそれをど

ういう成分だということをですね、もちろんそこにお住まいの方に了解をいただいて、サンプ

ルとって調査されて、そしてこういう結果が出ましたというふうなことの報告で、あとはまた

どういうふうにするかということはまたその後になろうかと思いますけども、何らかのそうい

うふうな行動、アクションを起こしてほしいなという気がしております。よろしいでしょう

か。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） 先ほど申し上げましたとおり、専門的なそういう判定、そして県の対策

がどういうふうにするのかという一つの方向性なりが出ましたら、市の方もそれに準じたよう

な対策を検討していきたいと、そういうふうに思っております。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） よろしくお願いしたいと思います。 

 それから、先ほど話が出ましたですね。解体という問題ですね。確かに解体するときに、個

人住宅なんかでもあれはすべて使われてるんですね。屋根材にしても。屋根材といいますとコ

ロニアル、かわら以外はコロニアルみたいな、あれにももちろん含まれてますし、外壁材、最

近多いのは石綿のサイディングですよね。あれも頭についてる石綿サイディングボードといい

ますからね。だから、それにも含まれてますし、それから大野城市とか、あの辺に行きますと

非常に工場が多いですよね、倉庫とか、あの倉庫も石綿大波スレートとかといいますからね。

だから、当然頭に石綿とついてますので、あの中にも含まれているんです。問題は、先ほど言

いましたように、古くなったときにじゃあどういうふうに解体処分するかということですけど

も、やっぱりつぶさないようにというのが原則だろうと思いますよね。そういった意味では、

取り外すというんですか、物を崩さないで取り外すというのがとりあえずはそういう方法しか

ないのかな、もちろん覆いをかけて、飛散しないようにして、そして外していくというのが順

当だろうとは思いますけれども、だから今後こういったようなことは非常に解体という面では
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早急に急がなきゃならないというような気がしますけれども、そういったところでは県とも国

とも連絡を密にされて、解体方法を業者、解体業者なりに特に指示していただいて、そしてそ

ういうアスベストが飛び散らないような方策で業者の早急に対応をしていただきたいと思って

おります。 

 それから、ちょっと話が飛びますというか、永田部長に聞きたいんですが、水道管に関して

もですね、アスベストが含まれているという話を聞くんですよね。これについてですね、大体

市としてはどんなふうな対応なり、またどのぐらい含まれているかということを私知らないも

んですから、水道管の中にどのぐらい含まれているかということ、そして含まれていれば市と

してどういう対応をされるのか、その辺をちょっとお聞かせしてもらったらと思うんですが。 

○議長（村山弘行議員） 上下水道部長。 

○上下水道部長（永田克人） 水道管に使用します石綿セメント管のご質問でございますが、これ

は昭和７年から昭和60年までに一応大量生産されたということでとらえておりまして、市内に

は総延長28万7,673ｍの配水管がございまして、そのうちの約470ｍほどこの石綿セメント管が

残っております。現在この水道水質に対する厚生労働省の考えといたしましては、平成４年に

改正した水道水質基準の中に、現在石綿の毒性を評価したところ、呼吸器からの吸入に比べま

して、経口摂取による毒性は極めて少ないと。また、水道水中の石綿の存在量については問題

になるレベルではないというふうなことから、水質基準の設定は行っておりません。同様に、

世界保健機構、いわゆるＷＨＯが策定、公表しております飲料水水質ガイドラインにおきまし

ても、飲料水中のアスベストについては健康影響の観点からガイドライン値を定める必要はな

いということでとらえておりまして、直接大きな影響はないということで考えております。と

はいいましても、やはり市民感情といたしまして、この石綿管が使われているということは、

是正しなければならないという考えがございまして、現在老朽化が進んでいるところについて

は、随時更新工事を行っております。それと同時に、やはり国の基準とは、この石綿管につい

てはやはり強度の問題等がございますので、今後随時石綿管を鋳鉄管等に変えていきたいとい

うことで現在考えております。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） ありがとうございました。それで、大体私の原稿はこれで終わりになり

ますけども、この件につきましては、後、清水議員が控えていらっしゃいますので、詳しくね

ちっこく聞かれると思いますので、後は清水議員にバトンタッチをしたいと思っております。 

 では、次に入らせていただきます。 

○議長（村山弘行議員） ここで14時25分まで休憩いたします。 

              休憩 午後２時07分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              再開 午後２時25分 
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○議長（村山弘行議員） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 教育部長。 

○教育部長（松永栄人） 開放教室に関します学校の状況について回答をさせていただきます。 

 現在設置しております太宰府南小学校の開放教室につきましては、平成12年８月に設置され

ました太宰府市余裕教室活用検討委員会で、市立小・中学校余裕教室の有効な活用を図るた

め、慎重に審議、検討された結果、開放教室への転用が決定されました。その後、平成14年の

南小学校の大規模改造事業にあわせまして、余裕教室を活用する地域に開かれた学校づくりを

推進するためのモデルケースとして、太宰府南小学校の開放教室が平成15年７月開設されたと

ころでございます。 

 今回お尋ねの他の学校へは今後どのように進めるかにつきましては、各学校余裕教室の現在

の状況として、総合的な学習の時間や少人数指導のために余裕教室を利用したり、部活動室や

スクールカウンセラー室への転用、さらには学童保育所として転用している状況であります。

今後における開放教室への転用は、余裕教室活動検討委員会で協議をいたしまして、大規模改

造事業や増改築事業などにあわせて施設整備を考える必要があると思っております。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） 太宰府西小学校を見ますと、あそこは25年たっているんですよね。それ

でやはり大規模改修の対象になるといいましょうかね。に挙がるんじゃないかなという気がし

ておりますけれども、体育館なんかをよく見ますと、屋根が非常にもうはげてしまって、非常

にもういつ雨が漏ってもおかしくないような状態になっている、そういう気がするわけですよ

ね。 

 それで、冒頭で言いましたように、コミュニティとの関係が当然出てくるわけですけれど

も、このコミュニティですね。市長の施政方針の中にも、地域コミュニティづくりということ

で出ておりますけれども、それで従来の行政型の構造を根本から見直すと、そして個人がすべ

きことと行政がすることの協働によるまちづくりを進めていくというようなこと、こういうよ

うな形で進めるということで書いてありますけれども、それを行っていくためにはやはり施設

ですね、拠点づくりが必要じゃないかなという気がするわけですけども、その中で地域のコミ

ュニティづくりの中に書いてあるんですけども、地域コミュニティ活動の拠点となる地域コミ

ュニティ施設を既存の公的施設の有効活用や民間施設の賃貸利用も視野に入れて将来の整備を

定め、計画的に整備していきますというようなことも書いてあるわけですよね。だから、開放

教室も地域に開かれたというふうなことであるんですけども、結局地域コミュニティ施設とあ

る意味では併用というような形になっていこうかと思いますけども、これが各小学校単位に今

後つくるといいましょうかね、ソフトの面ではそういうことで進んでいるんでしょうけども、

ハードの面ではどのように今後考えていかれるかということ、ちょっとその辺をお聞きしたい

なと思っておりますが、いかがでしょうか。 
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○議長（村山弘行議員） 地域振興部地域コミュニティ推進担当部長。 

○地域振興部地域コミュニティ推進担当部長（三笠哲生） ただいま議員おっしゃいますように、

この地域コミュニティを進めていくには、やはり地域と行政の役割分担を明らかにしながら活

動する拠点はどうしても必要だということでとらえております。それで、現在の第四次総合計

画の前期の中でも、学校の余裕教室や既存の公共施設を活用しながら整備をするということで

位置づけをしておりまして、先ほど教育部長がご答弁申し上げましたように、平成15年に南小

学校について開放教室が設置されましたので、今後南小学校区における地域コミュニティの具

体的な活動に今後なっていくものと期待しておりまして、利用料を市内の方については一般施

設よりも少し減免をするとか、利用に当たっては申し込みの優遇をするというような形でやっ

ております。そんな中でやはりそういう施設はどうしても今後必要だということで、今現在後

期基本計画を整理をしておりますけれども、その中で市民の方にご意見を求めたように、一般

のパブリックコメントみたいな形で意見を求める中で、素案を明らかにいたしましたけれど

も、今後そういう学校の余裕教室での併設とか、あるいは学校敷地内での新設、あるいは公共

施設の利用、あるいはまた新たな新設、そういうものもですね、視野に入れながら、これは財

源が要りますので、今後の財政計画とも十分整合性を持ちながら整理をしていきたいと。総合

計画の後期の中にはきちっと位置づけをしたいということで考えております。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員。 

○９番（大田勝義議員） 各学校ともいろんな事情があるんでしょうけども、余裕がある教室、学

校ですね、それから余裕のない学校、将来の人口増をかんがみながら、今後考えていかなけれ

ばならないんじゃないかなという気がしています。 

 昨日、南小学校の開放教室をちょっと見させていただきまして、そして、幾つか問題点、そ

ういったものをちょっと聞いたんですけれども、やはり学校という場所で、ある意味ではちょ

っと離れたところにあるもんですから、お年寄りにとっては交通の便が悪い、そのようなこと

もですね、聞かせていただきました。それと、学校と併設というふうなことでの安全面です

ね。やはり開放教室ということで、地域の方がいろんな面で自由に入ってこられる、そういっ

たふうなところでどういうふうに安全面を確保するのかというふうなことですね。そういった

のも今後検討の一つの材料じゃなかろうかと思っております。 

 今後、開放教室を各学校単位に設置されるにしましてもですね、当然そういったようなこと

も今後検討されて、そしてやらなければならないんじゃないかなという気がしております。ま

た、この件につきましてはまた改めてですね、時期を見ながらお尋ねしたいと思っております

ので、私の一般質問はこれで終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（村山弘行議員） ９番大田勝義議員の一般質問は終わりました。 

 次に、13番清水章一議員の一般質問を許可します。 

              〔13番 清水章一議員 登壇〕 
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○１３番（清水章一議員） ただいま議長の許可をいただきましたので、通告をいたしております

３項目について質問をさせていただきます。 

 第１項目は、太宰府の遺産である古代防衛施設水城跡についてお伺いをいたします。 

 平成17年度の九州都市監査委員会で九州国立博物館の三輪館長が講演をなされました。その

講演の中で、太宰府市の水城跡を中心とした防衛施設は世界遺産に匹敵すると述べられまし

た。私は驚きと同時に、その可能性があれば太宰府にまた大きな文化遺産が生まれる。もしそ

うだとすれば市民にとって大きな宝になるのではと胸が高鳴りました。三輪館長は、太宰府市

文化財保存活用計画の委員でもあります。議会の全員協議会で三輪館長が世界遺産登録につい

て講演をされていることを私は市長に質問をいたしました。市長はお話を受けていると述べら

れました。それで終わったわけですが、どのようなお話あるいは提案を受けているのか、具体

的な中身があればお聞かせをいただきたい。また、市長はその提案をどのように受けとめてい

るのか、お聞かせください。 

 また、世界遺産登録への可能性はどうなのか、さらに今後の取り組みの展望があればお聞か

せください。 

 第２項目は、機構改革についてお伺いをします。 

 本市においてはたびたび機構の改革がなされています。時代や社会の流れ、また市がやらな

ければならない政策の実現のために改革がなされるのは当然でありますが、時々何のための組

織変更なのかと思うこともあります。 

 そこで、改めてお聞きしますが、機構改革あるいは組織の変更を行うとき、どのような考え

で行われているのか、理念のようなものがあればお聞かせください。 

 また、機構改革を行ったとき、どのような効果があったのか、また成果が得られたのか、そ

の検証が行われているのかをお聞かせください。 

 また、７月１日にも職務の再編があっていますが、どのような効果を求めているのか、お聞

かせください。 

 当然、機構改革をやることによって職員の意欲が、やるぞと沸き上がってこなければなりま

せん。また、市民が混乱するような組織の変更はあってはならないと考えています。市民がわ

かりやすく、市長が何をやろうとして組織の変更がなされたのか、そういった意気込みを伝え

る意味もあると思いますが、市長の所見をお聞かせください。 

 第３項目は、アスベスト対策について伺います。 

 アスベストによる健康被害の実態が明らかになるにつれて、大きな社会問題となりつつあり

ます。こうした状況を受け政府は７月29日、被害の拡大防止や国民の不安への対応、実態把握

の強化などを柱とするアスベスト問題への当面の対応を発表いたしました。 

 そこで、当面の課題として３点お聞きをいたします。 

 １点目は、公共施設のアスベスト使用建築物の実態把握が行われているのか。行われている

とすれば、その調査結果について説明をしてください。 
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 ２点は、市内建築物、民間のアスベスト使用の実態調査は行われているのか。 

 ３点目は、解体工事の際の粉じん飛散防止と監視体制などを確立することも大事と思います

が、考えがあればお聞かせください。 

 いずれにしても、市民の不安を解消する万全な対応が求められています。本市としてどのよ

うな対応をされているのか、その対応策と取り組みについてお聞かせください。 

 あとは自席にて再質問をさせていただきます。回答は一括答弁でお願いいたします。 

○議長（村山弘行議員） 地域振興部長。 

○地域振興部長（松田幸夫） まず、１点目についてでございますけども、市長の答弁ということ

ですが、まず私の方からご回答申し上げます。 

 九州国立博物館館長の、水城跡を中心とした防衛施設は世界遺産に匹敵するとの提言につい

ては、水城跡が世界遺産に匹敵するほどのすばらしい遺跡であると、比喩として最大級の賛辞

を述べられたというふうに思います。もちろん、この水城跡が世界遺産に登録されますと、私

たち地域住民にとっては大きな夢と希望を与えるとともに、観光の側面からも本市のさらなる

活性化につながるものと認識をいたしております。 

 次に、登録への可能性と今後の取り組みについてでございますが、現在リストに登録されて

いる場所は、世界137か国に812件ございまして、そのうち我が国では屋久島、知床など13件が

登録をされております。また、登録までの手順といたしましては、まずその物件を所有する国

の政府がユネスコに登録の推薦を行います。そこで世界遺産委員会で様々な必要条件が精査さ

れた後に採択という手続になっているようでございます。しかしながら、我が国では現在彦根

城あるいは鎌倉の文化財などと、あと４件が登録の準備中として暫定リストに記載をされてお

りまして、今後５年から10年以内の登録を目指しているということでございます。また、この

ほかにも小笠原諸島や摩周湖、これらも世界遺産化を目指した運動が全国各地で展開をされて

いるということでございます。したがいまして、登録されるまでにはかなりの期間が必要と思

われますので、まずは本年３月に策定をいたしました「太宰府市ゆめ・未来ビジョン21」に示

しておりますこの水城跡周辺の整備イメージ、まずはこの具現化に向けた取り組みなどを行っ

ていこうと、そうしたこの文化遺産や景観づくりといった市民と行政との協働によるまちづく

り、まずこの機運を高めながら、さらには専門家の方々や文化庁、そして福岡県などの関係機

関のご意見あるいはご指導を仰ぎながら、慎重に検討していく必要があろうというふうに考え

ます。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） 総務部政策統括担当部長。 

○総務部政策統括担当部長（石橋正直） 機構改革につきまして回答いたします。 

 まず、１点目の機構組織の変更に関する考え方につきましてお答えいたします。 

 近年、組織の再編成につきましては、地方分権一括法の施行に伴うものや、第四次総合計画

の戦略プロジェクト具体化に向けた見直し、また時代の趨勢に合った組織への改革を行ってま
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いりました。平成12年４月には介護保険導入をはじめとする21世紀初頭の行政課題に迅速に対

応できる体制として変更、さらに一昨年の平成15年10月には小学校ゾーンのコミュニティ推進

体制づくり、都市計画づくりとその企画づくりのための一元化、技師資格者の集中化とまちづ

くりへの参画、税金と料金の収納の一本化、用地取得業務の統一化による情報の一本化という

観点から実施し、また本年７月には新しい取り組みを行う体制として部長職、課長職の職務の

再編を行ったところであります。 

 地方公共団体に対する行政需要は、少子・高齢化、高度情報化、国際化の進展をはじめ人権

の尊重、地方分権に向けた取り組みなど、広範囲に求められる状況となり、社会経済の大きな

変化を背景に多様化しております。このような変革の潮流の一方で経済成長の低迷が長期化

し、財政状況が厳しくなるなど、地方公共団体を取り巻く環境は一段と厳しくなる中で、行政

の果たす役割はますます重要性を増しており、進展する住民ニーズに対応するためには、今後

も組織、風土と職員意識の改革をはじめ活力ある組織への転換を図る必要があると考えており

ます。 

 ２点目の機構改革の効果につきましては、平成15年10月の機構改革を見ますと、地域コミュ

ニティづくりへの地域への働きかけ、災害への迅速な対応、収納率の維持、向上などそれぞれ

の所管で効果を得ておると考えております。 

 ７月１日の部長職、課長職の職務の再編につきましては、二、三年で緊急に取り組むべき課

題に対応するものであり、課題解決に資するものと期待いたしております。 

 ３点目の職員や市民の反応についてでございますが、現在の組織機構が100％のものとは考

えておりません。常に市民の皆様の市政に対する要望に的確にこたえ、時代の変化に対応した

行政サービスを行うとともに、市民にわかりやすく、簡素で効率的な組織となるよう配慮する

必要があると考えております。 

 職員につきましては、これまでも様々な意見があり、今後も改革後の現状、改善するべき事

項を聴取し、よりよい組織機構となるよう取り組みを進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） 総務部長。 

○総務部長（平島鉄信） ３点目ですが、公共施設のアスベストの使用についてご回答申し上げま

す。 

 本市の公共施設におけるアスベストについては、アスベストの繊維が空気中に浮遊した状態

にあると危険であるというふうに言われておりまして、飛散する可能性がある吹きつけアスベ

スト、またアスベストが含有しているおそれのある吹きつけロックウール、吹きつけ蛭石につ

いて、平成17年８月に図面及び現地にて調査を行いました。その結果、吹きつけロックウール

及び吹きつけ蛭石が使用されている公共施設が９施設で確認されましたので、アスベスト含有

の有無について、現在試料を採取して分析調査に出しております。 

 また、市内の公共施設の吹きつけアスベストを使用しておりました小学校３校、中学校１校
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については、既に除去工事あるいは封じ込め、囲い込み等を行っているところでございます。 

 以上です。 

○議長（村山弘行議員） 建設部長。 

○建設部長（富田 譲） それでは、ご質問の２点目の市内の建築物、民間のアスベスト使用の実

態調査、それから３点目の解体工事の際の粉じん飛散防止ということでのご回答を申し上げま

す。 

 さきの大田議員の回答と重複いたしますけども、ご了承をお願いしたいというふうに思いま

す。 

 吹きつけアスベストの使用実態調査は、民間建築物については国土交通省が県を通じまして

現在調査中でございます。調査対象はおおむね1,000㎡以上ということで、第１次は建築年度

が昭和31年から昭和55年の間に建築された建築物で、アンケート調査等で所有者に詳細調査を

行います。そして、９月までに調査結果の公表の予定ということでございます。それから、第

２次は昭和56年から平成元年までの間で、約１か月遅れの10月に公表の予定でございます。第

３次は、福岡県独自で平成２年から平成８年までの分を調査実施をされるということでござい

ます。これは、県の建築指導課にお尋ねしましたら、調査後の対応はまだ未定であるというこ

とで、最終的には所有者、発注者等へ専門業者への相談を指導されると、そういうふうに考え

られています。 

 先ほど言いましたように、解体につきましては法に基づいた処理、そういうものがされると

いうことを、これまだ確認が必要と思いますけども、先ほどの法に基づいたものと、そういう

ふうに思います。改めまして、そういうところを具体的にどういうふうにするかということ

は、県に確認をしてまいりたいと、そういうふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） 最後に、アスベスト使用建物の解体工事の際の粉じん飛散防止と監

視体制についてでございますが、500㎡以上の耐火または準耐火の建設物の解体作業や改造ま

たは補修作業で50㎡以上の吹きつけアスベストの使用面積があるものにつきましては、大気汚

染防止法に基づき県への届け出が義務づけられております。さらに、今回免責の要件を撤廃

し、吹きつけアスベストを使用しているすべての建物について届け出を必要とする規制強化の

方針を国が発表をしております。 

 また、労働安全衛生法では、アスベストを使用した建物の解体作業に伴う作業員のアスベス

ト暴露防止対策の徹底を図るための規則が施行されており、解体作業の安全性の確保が図られ

ているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員。 

○１３番（清水章一議員） 市長にまず最初にお尋ねいたします。 
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 世界遺産の三輪館長のご発言についてでございます。最大限のお褒めの言葉であるというよ

うなお話でございました。６月だったですかね、全員協議会でこの保存活用計画ができたとき

に、市長に三輪先生が世界遺産に匹敵するようなお話をされていると。市長はお話を聞いてい

るということで、それだけで終わったわけですが、三輪先生はあれですか。やっぱり市の方に

具体的に、もう少し研究していったらいいんじゃないかとか、そういうお話があっているのか

どうかですね。それとも、ただこういう講演をされてるよというだけの話でとどまっているの

かですね。市に具体的な話があっているのかどうか、まずその辺をですね、三輪先生がどの程

度市に対して言われているのかというのがわからないわけですが、その辺のところの、市長は

聞いているというお話をお伺いしましたものですから、どの程度の内容なのかなということを

まず教えていただきたいと思います。 

○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） ご承知のように、本年の10月15日、九州国立博物館が開館、オープンするわ

けでございますが、それと同時に市の大きな施策といたしまして、まるごと博物館構想、これ

を今まちづくりの柱として推し進めておるわけでございますが、そういう中で、国立博物館開

館後の本市の歴史資産なり観光なりどう考えていったらいいのかという新たな問いかけがある

わけでございまして、三輪館長にはそういう将来の夢なり、博物館を利用したまるごと博物館

のあり方、進め方等々については話をしておりますが、具体的に世界遺産に対する施策、市に

対する要望等々については、具体的にはあっておりません。 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員。 

○１３番（清水章一議員） そうすると、こういう形でいろんなところに行ってご講演をされてる

という程度の受けとめ方を聞いているという解釈で私はしたいと思います。 

 そこで、先ほども、少なくとも文化庁におられた立場でありますし、キトラ古墳という奈良

県にあるやつですが、これもＮＨＫで放送、保存、補修をやっていましたが、その中で文化庁

の権威ある指導者という形で三輪先生もご紹介されておりました。これは最大限のお褒めの言

葉という形で終わらせるのか、それとも先ほど部長の方から当面は今の水城跡のこの保存活用

計画に基づいてやっていくということなんですが、このリストいろいろありますね。世界遺産

のリストあるいは登録への手続の仕方、もう何はともあれ国が推薦しないと話にならないわけ

ですが、市としてただ単にお褒めの言葉で受けとめていくのか、それとも一歩を踏み出して運

動というんですかね、全然運動もしているという名前の中にもリストの中にも入ってないんで

すね。福岡県で唯一入っているのが、運動中というのが沖ノ島ですか。あそこが入っているよ

うな感じがしますが、水城跡は全く出てきてないわけですけども、今後検討するとか研究して

いくとかという、専門家の意見を聞くとかというお話でございましたが、市長としてですね、

この世界遺産に運動、国立博物館でも100年かかったわけですね、当面可能性があるかどうか

という問題もあるかと思いますが、その辺のところで何らかのアクションですね。アクション

をする考えがあるかどうかですね。この辺はどうですか。 
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○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 私どもは、国立博物館ができましたその後の国立博物館を核とする太宰府市

の観光なり、あるいはまちづくりの柱、そういうものはいろいろ各機会を通じましてお話をし

ておるわけでございまして、今申されます世界遺産への働きかけは、ご承知のように国立博物

館を中心とした水城の堤防あるいは都府楼政庁跡あるいは観世音寺、戒壇院、天満宮を含め

た、あるいは宝満山、山城の大野城ですね。そういう歴史的壮大な遺産があることは事実でご

ざいまして、これを世界遺産として見るについては、歴史的価値はたくさん大変あると思って

おります。ただ、世界遺産には国の推薦があるわけでございまして、ご承知のように水城の堤

防跡は国の特別史跡でございまして、これに対する学術的な発掘調査は今も続いております

し、また周辺の史跡地の買い上げ等も行っておるわけでございまして、市ができるものにつき

ましては、ここらの史跡の整備あるいは保存活用等については、鋭意具体的な計画を持って進

めたいと思っております。全体的には、世界遺産で見た場合、ご承知のように県におきまして

は宗像の沖ノ島、手を挙げておりますが、福岡市にございます鴻臚館、あるいは糸島にござい

ます歴史的遺産等々、広大な福岡都市圏には遺産があるわけでございますが、そういうものを

ひっくるめた大きな世界的遺産としての今後の持っていき方等々についても配慮しなくちゃな

らないかと思っております。今後、我々といたしましては、国立博物館に対する100年の悲願

がかなって、誘致、建設、開館と至った次第でございますので、ぜひとも太宰府が誇りますこ

の壮大な歴史遺産を世界遺産へと、そういう希望は持って今後具体的な形でいろいろ関係方面

に働きかけていきたいと。また、意見等も聴取してまいりたいと思っております。 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員。 

○１３番（清水章一議員） 市長の一応お考えをお聞きしましたので、ここはもうこの辺でとどめ

ておきたいと思います。 

 次に、機構改革についてお尋ねをしますが、私が平成７年に議員になりまして、約10年にな

るわけですね。この間、機構改革と言われているのが11回、それから職務の編成と言われるの

が２回、言うなら毎年何らかの形で改革というか、編成があっていると。その中でですね、よ

く市民から言われることがあるんですが、確かに時代の流れだとか法律の流れだとか、そうい

うことで機構の名前が変わることは、これはもうやむを得ないと思うんですが、例えば市役所

に市民がよく訪れる場所、保育関係があるわけですけども、ここだけでも呼び名が10年間でで

すね、所管も多少変わってきているんですけど、まず私が入ってきたときは厚生課と言ってお

りました。それから児童福祉課、それから保育児童課、また子育て支援課と、これで４回変わ

ったわけですね。それ以外にいろいろ見てみますと、部も建設経済部、都市整備部、それから

今建設部とか、いろんな形でこう変わっているわけです。私も、全部きちっと覚えればいいん

ですが、覚えたかなと思ったらまた次の名前が変わっていると、そういうことがありましてで

すね、どうなのかな、それが市民にわかりやすいということなのかなと思ったりするわけです

が、その組織の名前を変えるときに、やっぱりその辺のところの議論がなされているのかどう
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か、その辺をちょっとお答えをいただきたいと思います。そういう声は聞いてないという話で

ございますので、私は非常によく聞くんですけども、その辺ギャップがあるかなと思うんです

が。 

○議長（村山弘行議員） 総務部政策統括担当部長。 

○総務部政策統括担当部長（石橋正直） 機構改革を行いますときは、まず事務事業の見直し等も

行いまして、事務改善委員会に提案がされます。その事務改善委員会の中で議論した結果、一

番市民にわかりやすい、それと行政職員として仕事がやりやすいという名称を選んでつけてい

るというのが現状です。 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員。 

○１３番（清水章一議員） だから、それはね、何らかの形で理由があって変えられているんだろ

うと思います。変える方からすれば当然の話ですが、受ける方からするとそういうような声も

ありますよということですね、市民の目から見たら。 

 それで、特に今回の職務再編のことについて、ちょっとお尋ねしたいんですが、７月１日に

行われた職務再編ですね。私たち組織といいますと、部があって課があって係があって係員

と、普通組織はそういう形になっているわけですが、今回のこの市が出していただいている資

料を見ますと、これは内部だけでわかればいいという話なのかもわかりませんが、私が議員の

目から見てもこれは何かいなと思うことがあるもんですから、どういうねらいでされているの

かということをお聞きしたいと思います。 

 まず、政策統括担当部長というのが今度新たにできまして、この組織図を見ますと、行政経

営課がありますね、その下に。行政経営課の下に２つの係があって、行政経営係と人事係の２

つの係、この人事係の所管は行政経営課長、この人事係の部分だけ総務部長の方に、こちらの

方に職務権限があるのかどうかわかりませんが、矢印はそうなっています。行政経営係の上に

行政経営課長がおって、こちらの方は政策統括担当部長、こういう形で総務部長と政策統括担

当部長が連携をすると。要するに２つの係があって、その上に課長がおって、その上に２つの

部長があると、こういう組織ですね、これが。 

 地域コミュニティの推進担当部長、名前が長いなっていう話をさっき隣でしてたんですが、

地域振興課というのがありまして、地域振興課の中にコミュニティ推進係と情報推進係と文化

振興係という、係が３つあるわけですが、この中の地域コミュニティ推進係がその上にある地

域振興課長、同じように情報推進係と文化振興係も地域振興課長、これからまた２つに、情報

推進係と文化振興係が課長を通して地域振興部長へ、それから地域コミュニティ推進係は地域

振興課長があって、こちらの方は地域コミュニティ推進担当部長へ、地域コミュニティ推進担

当部長と地域振興部長が連携をすると、こういうような流れになっていますね。 

 それから、子育て支援の担当部長というのが今度新しくできまして、子育て支援課、課長さ

ん、その課長さんの上に子育て支援担当部長というのが新たにまたこれ設置をされています

ね。 
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 それから、まちづくり企画課という組織がありまして、これはまちづくり企画係というのが

ありますね。まるごと博物館推進係というのがまたありまして、その下にまちづくり企画係と

いうのがあって、ここに企画事務と都市計画事務があるわけですね、くくりが。まるごと博物

館推進係はまるごと企画係長のところに行く、まちづくり企画係の企画事務も、これ事務です

ね、企画事務もまちづくり企画係長のところに行く、これが、まちづくり企画係長はまちづく

り企画課長のところに行って地域振興部長のところに行く。それから、都市計画事務というの

がありまして、まちづくり企画係の中に、これは都市計画事務がまちづくり企画係長のところ

に行って、ここにまた今度は都市計画担当課長、この上に地域振興部長というのがあるわけで

すね。これは、だから、何かよく係の中に２つの事務があって、その２つの事務が係、まちづ

くり企画係が何かこうよくわからないんですが、そういう形になってます。 

 それから、環境課、これも環境政策係、要するに組織というのは部があって課があって係が

あるという形なんですが、今の話でいきますと、係の中に２つの事務があって、また上に係が

あって課長があって部長があってというような、正直言って非常にややこしい組織になったか

なあと私は思うわけですが、これで誤解を招くといけませんので、そこそこのねらいがあって

こういう形で今回組織をされただろうと思うんですね。この辺のところをきちっとですね、や

はり私が見よってもわからないわけですから、恐らく職員の方々もどういう反応を持っている

かわかりませんが、非常にいい組織になったなという話は余り聞かないんですよね。ねらいが

あると思うんです。そういうねらい、要するに私が言いましたように、市長がいろんなことを

やろうとしている、改革をやろうとしている、そういったやろうとしているその改革がこの組

織改革を通じて本当に職員の中に伝わっているのかどうか、意気込みがですね、その辺のとこ

ろが何かいま一つはっきりわからない部分があるんですが、これは市長、こういう形で組織変

更されたわけですから、この改革のねらいについて先ほど部長が答弁しておりましたけども、

市長のお考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（村山弘行議員） 市長。 

○市長（佐藤善郎） 市の行政でございますが、一番市民にわかりやすく、また市民サービス、的

確に迅速に行われる、かつまた簡素で効率的な組織をつくると、そういうねらいでございます

が、基本的には地方分権と同時に地方、市町村の仕事も意識的に大変改革しなくちゃならない

と。民にできるものは民でという考え方もございますし、できるだけこの財政上厳しいときに

簡素化を図っていくと、これも大きな命題でございます。と同時に、まちの流れの中に市民の

ニーズは非常に多様でございまして、一つの事業をやる場合でも、税金だって課税、徴収とあ

りますように、道路１本つくるにつきましても、道路用地の買収あるいは補償あるいはその後

の建設計画等々、縦割り行政では非常に非効率的な場面があると思います。そういう一つは縦

割り行政の弊害をなくしていく、これも一つのねらいでございます。と同時に、各セクション

におきましても、それぞれのプロジェクトが一つのプロジェクトを中心にその事業を進めてい

く、そのねらいも今後必要じゃないかと思っております。今までのように部があって課があっ
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て係があって、それに数人の職員がつくというような縦割り的な行政では今後対応できない。

ですから、その行政のプロジェクトのウエートによって、人の数じゃなくて、いかに責任体

制、そしてその一元的なトータルな総合行政としてのその事業を進めていくか、そういうねら

いが大きな一つの柱でございまして、今回いろいろ市民のニーズにこたえるために、やや欲張

り過ぎた窓口があるかもわかりませんが、そういうものについては今後市民のニーズに的確に

こたえられる、組織というものは時々のニーズにこたえて、変えていってしかるべきだと、か

ように考えております。 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員。 

○１３番（清水章一議員） 私も全く市長と同じでですね、やっぱりそれは時代の流れだとか、い

ろんな形に、市民のニーズだとかいろんな形で、あるいはまた市長がやろうとしている政策を

実現させるために組織変更があるのは、これはもう当然だと思っています。そこはそことして

当然でありますが、結局やった後にですね、私はもっとこういう形になって職員がやるぞと、

そういう何かこう私たちの目にも、あ、市長何かやろうとしてるなというのがですね、こう伝

わってほしいなあというのがあるわけですね。だから、今言っただけでも何かわけわからんと

いうような話になってくるわけですので、混乱をしないように、私は市長はいろんなことやろ

うとされていると思います。それはもうこれだけのことをやる、当然いろんな形でまた批判が

あるのも当然だと思います。それはそれで、それが一つの改革だと思いますけども、いま一つ

ですね、そういう意味において何かこう職員がやっぱりやるぞ、あるいは市民が、市長が何か

こういうものを新しいものをやろうとしてるぞということがですね、感じられるような組織に

なったらいいなということで質問をさせていただきました。 

 次、アスベストの問題についてお尋ねをさせていただきます。 

 先ほど大田議員の方から質問がありましたので、そんなにダブるようなお話はしたくないと

思いますが、要は私も大田議員も質問したのは、これだけ大きな言うならば社会問題に今なっ

てるということですね。その中で市が本当に、国はいろんな対策をしております。今国土交通

省だとか文部科学省だとか、いろんな形で厚生労働省だとか、それぞれのところに指示を流し

て、そして実態調査をやって、報告をするような形になっているわけですが、いま一つ市は大

体本当に何をしているのかなというのがですね、見えない部分もありましたので、今回質問を

させていただいたわけでございます。 

 １点だけお聞きしますが、先ほど大田議員からも話がありまして、国だとか県だとか様々な

このアスベスト対策に対してやっております。そういったことをマスコミとか新聞等で私たち

も知るわけですが、市としてそれを受けてですね、やはり市民に何らかの形で今こういう調査

をやってますとか、あるいは市としてこういうことをやってますとか、そういう結果としてこ

ういう結果が出ましたとかですね、そういったこともやっぱり市民に伝えていく必要が私はあ

るんじゃないかなという感じがするわけですが、何もやってないわけじゃないわけですね、先

ほどのお話をお聞きしましたら。そういった考え、やっぱり市民に安心して太宰府は大丈夫で
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すよと、そういう太宰府は大丈夫ですよということじゃないんでしょうけども、万全な対策を

とってますよと、国、県とあわせてというような形でですね、やはり公表する必要があるんじ

ゃないかなという考えは持っているんですが、今のままでいくと、大体何かしよるのかしよら

んのか全然わからんという状況じゃなかろうかなという感じがするわけですけど、いかがでし

ょうか。 

○議長（村山弘行議員） 市民生活部長。 

○市民生活部長（関岡 勉） 太宰府におけるアスベスト対策は、どういうふうなことをやっとる

かというようなお話のようでございますが、市役所に入りまして左側の部分に市が設置してお

ります相談窓口というのをつくりました。大きな看板を立てておりますので、余り見栄えのい

い看板じゃありませんが、手づくりでございますので、それを９月９日からそういうのを立ち

上げまして、一番市民が心配しております部分は、どこで何を相談したらいいのかということ

だろうというふうに思っています。それで、そういう相談の総合窓口部分を私どもの市民生活

部の環境課が担いまして、今から申し上げますそれぞれの部分については、それぞれの課でや

っていくということになっております。 

 １つがですね、健康相談、いわゆる自分の健康がどうかというような相談の窓口はどこかと

いう形になりますと、健康福祉部の保健センターに担ってもらうようにしております。それか

ら、環境に関すること等につきましては、当然私どもの方の市民生活部の環境課の方で担いま

す。アスベストを使用している建築物について、先ほどから質問出ておりますが、この窓口と

いたしましては、建設部の建設課ということにしております。それから、労働問題、これにつ

きましては、健康福祉部の福祉課、それから公共施設に関すること、これにつきましては総務

部の財政課と、それから学校関係に関することにつきましては、教育部の学校教育課という形

で、現在想定される市民が不安を抱いておるであろう窓口を９月９日付をもって、まずは開設

をしたということでございます。 

 具体的にどういうことが市としてはできるのかとなりますと、県につなぐ部分とか、不安な

部分はこういうところに相談されたらどうですかというような部分は個々のケースに応じて、

先ほど申し上げました窓口で指導していくということにしたいというふうに思っています。総

合的な部分につきましては、私どもの方の環境課の方で、こういう問題についてはここにこう

だというような形で指示ができる形で立ち上げておりましてですね、立ち上げたばっかりでご

ざいますんで、それはまだまだ市民への浸透はしておりませんが、立ち上げましたので、早速

次の市政だより等では市民への広報活動をやっていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

（13番清水章一議員「以上で終わります」と呼ぶ） 

○議長（村山弘行議員） 13番清水章一議員の一般質問は終わりました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（村山弘行議員） 以上で本日の議事日程はすべて終了いたしました。 

－84－ 



 次の本会議は明日９月15日午前10時から再開いたします。 

 本日はこれをもちまして散会いたします。 

              散会 午後３時11分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 
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